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Ⅰ はじめに 

１ 趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条に、教育委員会は、毎年、そ

の権限に属する事務の管理・執行状況について点検・評価を行い、その結果に関する報

告書を議会に提出し、公表しなければならないとされています。また、点検・評価を行

うにあたっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとされていま

す。

 この報告書は、同法の規定に基づき、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市

民への説明責任を果たしていくため、本市教育委員会が行った主な施策・事業の取組の

状況をまとめたものです。 

２ 点検・評価の対象及び方法 

本市の教育に関する考えや、学校教育に関する主な施策、生涯学習に関する主な施策

について、広く市民の皆様に知っていただくことを目的に策定した「平成２８年度教育

行政方針」に記載されている２つの目標と、その具現化を図る４４の事業について、点

検・評価の対象としています。

＜参考＞ 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育 

 長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事 

 務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について 

 点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると 

 ともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を 

 有する者の知見の活用を図るものとする。 
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 【平成２８年度教育行政方針】 

 点検・評価の実施にあたっては、施策や事業に対する取組の状況を明らかにし、課題

等の分析を行いました。 

 また、教育に関し、学識経験を有する者の知見の活用を図るため、さいたま市教育行

政点検評価委員会を設置しています。 

          ＜さいたま市教育行政点検評価委員会委員＞    （敬称略） 

職 氏  名 役 職 等 

委員長 
（しぶや はるよし） 

渋谷 治美 

埼玉大学名誉教授 

放送大学埼玉学習センター所長 

委 員 
（あさひ ようこ） 

朝日 洋子 
さいたまチャレンジスクール運営会議副会長 

委 員 
（あおば あきひと） 

青羽 章仁 
さいたま市ＰＴＡ協議会会長 

社会を生き抜く力と希望をはぐくむ教育の推進 

  １ 社会を生き抜く力の養成 

  ２ 未来へ飛躍する人材の育成 

  ３ 家庭、地域との連携による教育の推進 

  ４ 安全・安心で豊かな教育環境づくり 

生涯を通じた学びの充実とその成果の活用
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３ 「点検・評価の結果」の構成 

（１）施策の概要 

   施策に関連する取組等を示しました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題 

   施策ごとの平成２８年度の主な事業について、その取組と成果・課題を示しまし 

  た。 

（３）教育委員会の自己評価 

   主な事業の取組と成果・課題を踏まえ、自己評価をまとめました。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見 

   教育行政点検評価委員会委員の意見を、箇条書きでまとめました。 
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Ⅱ 教育委員の活動状況（平成２８年度） 

<教育委員会の委員>

１ 平成２８年度の教育委員の活動概況 

  教育委員会では、教育委員会会議定例会及び臨時会、学校訪問、研究会、意見交換

会への出席や各種研修会での講話等、各委員がそれぞれの専門性や識見を発揮しなが

ら、教育行政の推進のために活動しています。また、市長と教育委員会とが重点的に

講ずべき施策等について協議・調整を行う場である総合教育会議は、市長の求めに応

じて２回開催されました。 

  教育委員会会議については、定例会が原則として毎月１回、必要に応じて臨時会が

開催されます。平成２８年度は、定例会１１回、臨時会４回の計１５回開催しました。

会議に諮られた議案数は計１０５件で、条例・規則に関する議案５０件、人事に関す

る議案３０件、予算に関する議案３件、教育に係る基本方針に関する議案１件、教科

用図書採択に関する議案３件、文化財に関する議案６件、点検評価その他の議案１２

件について審議しました。 

  学校訪問では、授業観察や給食をとりながらの教職員との懇談、児童への講話など

を行い、その他の教育施設や教科研究開発モデル校の授業公開観察などと合わせて延

べ７９箇所を訪問しました。 

  研究会等は、教育行政の調査・研究を行うもので、主なものとして、教科書調査研

究会、教育に関する基本的な方針となる「教育行政方針」策定のための検討会を実施

しました。 

  意見交換会は、教育経営研修受講者や優秀教員表彰者、小学校校長会や中学校長会

の代表者のほか、さいたま市ＰＴＡ協議会役員、埼玉県教育委員会委員とも行いまし

職 委員長 
委員長職 
務代理者 

委  員 委  員 委  員 
教 育 長 
たる委員 

（ふりがな）

氏 名 

（おおや ゆきお）

大谷幸男

（いしだ  ゆうせい）

石田有世 

(ひらさわ なこ）

平澤奈古

（のがみ  たけとし）

野上武利

（たけだ） 

武田ちあき 

（いなば やすひさ）

稲葉康久
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た。講話については、教育委員会における各種会議や関連団体からの依頼等に基づく

もので、全市校長会、小・中学校各校長会、校長学校管理研修会、小・中・特別支援

学校初任者研修会、教育経営研修、市立学校ＰＴＡ総会、市ＰＴＡ協議会懇話会等の

機会を捉えて行いました。 

  また、入学式・卒業式や成人式、開校周年記念式典といった行事への出席、校長候

補者選考試験の面接、教育研究会研修の視察、指定都市教育委員・教育長協議会会議

への参加等を行いました。 
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２ 平成２８年度の教育委員の主な活動  

月 会 議 学校訪問等 その他出席行事等 

４月 定例会① 宮原中、日進小 ・新採教職員辞令交付式 

・初任者研修（開講時）講話 

・高等学校、特別支援学校入学式 

・全市校長会講話 

５月 定例会② 大宮南小、仲町小 ・市立学校ＰＴＡ総会 講話 

６月 定例会③ 大宮北小、神田小、下落合小、片柳小、大砂土小、七

里中、東宮下小、七里小、 

・小学校校長会との意見交換会 

・中学校長会との意見交換会 

７月 臨時会① 

定例会④ 

与野東中、大宮小、大谷場中、善前小、大砂土東小、大

砂土中 

・点検・評価報告書検討会 

・高等学校教科書調査研究 

・総合教育会議① 

・新任校長管理研修 講話 

８月 定例会⑤  ・教育経営研修受講者との意見交換会 

９月 定例会⑥ 指扇小、指扇中、宮前小、西原中、徳力小、柏陽中 ・点検評価委員会からの意見具申 

10 月 臨時会② 

臨時会③ 

定例会⑦ 

芝川小、海老沼小、上木崎小、針ヶ谷小、浦和別所小、 

芝原小、尾間木小、大門小、大成小、三橋小、大砂土

東小 

堀崎教育相談室、舘岩少年自然の家 

・小学校校長会 講話 

・中学校長会 講話 

・校長候補者選考試験面接員 

・教育経営研修講話 

11 月 定例会⑧ 田島小、西浦和小、白幡中、第二東中、大宮八幡中、

植竹中、大原中、大宮南中、大宮東小、島小、春里中、

大谷小、大戸小 

・開校周年記念式典（浦和大里小、辻南小） 

・教育研究会研修大会視察 

12 月 定例会⑨ 植竹小、日進北小、宮原小、三室中、三室小、城南中、

新和小、野田小、大宮南中 

・市立中学校人権教育集会 講話 

・教育功労賞・優秀教員表彰式 

・優秀教員表彰者との懇談会 

１月 定例会⑩ 宮前中、日進中、八王子中、与野南中 ・成人式 

・教育行政方針検討会 

・市ＰＴＡ協議会との意見交換会 

・指定都市教育委員・教育長協議会 

２月  与野西北小、上大久保中、大久保東小、上里小、桜山

中、東岩槻小、南浦和小、大谷場東小、常盤小、※つ

ばさ小、※春野小、馬宮東小、大宮西小、泰平小、大

門小、泰平中 

・県教育委員会委員との意見交換会 

・市ＰＴＡ協議会懇話会 講話 

・初任者研修（閉講時）講話 

３月 臨時会④ 

定例会⑪ 

 ・総合教育会議② 

・市立小・中・高等・特別支援学校卒業式 

（注１）教育長が訪問した学校は除く。

（注２）※は児童への講話を実施した学校

（注３）給食 は給食を食べた学校

（注４）   は授業視察等をした学校
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３ 教育委員会会議 議案一覧  

開催日 
議案

番号 
議 案 名 等 

 4 月 28 日 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

さいたま市就学支援委員会条例の一部を改正する条例について

さいたま市図書館条例の一部を改正する条例について

指定管理者の指定について

さいたま市就学支援委員会委員の委嘱及び任命について

さいたま市学校結核対策委員会委員の任命について

さいたま市教職員の人事について

 5月 19 日 
28 

29 

さいたま市いじめのない学校づくり推進委員会委員の委嘱について

さいたま市教職員の人事について

 6月 23 日 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

さいたま市学校災害救済給付金審査委員会委員の委嘱及び任命について

さいたま市立教育研究所運営委員会委員の委嘱及び任命について

さいたま市青少年宇宙科学館運営委員会委員の任命について

さいたま市博物館協議会委員の任命について

さいたま市うらわ美術館協議会委員の任命について

さいたま市図書館協議会委員の任命について

行政情報不開示決定に係る審査請求について

さいたま市教職員の人事について

 7月 28 日 

38 

39 

40 

41 

平成２８年度教育委員会の点検・評価報告書について

さいたま市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱及び任命について

さいたま市立視聴覚ライブラリー運営委員会委員の委嘱及び任命につい

て

平成２９年度使用さいたま市立各特別支援学校教科用図書の採択につい

て

 8月 25 日 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

議決事項の一部変更について（舘岩少年自然の家新館増築工事（電気設

備）工事請負契約

議決事項の一部変更について（舘岩少年自然の家新館増築工事（機械設

備）工事請負契約

さいたま市立高等学校通則の一部を改正する規則について

さいたま市立小・中学校通学区域審議会委員の委嘱について

さいたま市公民館運営審議会委員の委嘱について

平成２９年度当初さいたま市立学校等教職員人事異動の方針について

9月 29 日 

48 

49 

50 

51 

さいたま市立学校給食センター条例施行規則の一部を改正する規則につ

いて

さいたま市いじめのない学校づくり推進委員会委員の委嘱及び任命につ

いて

さいたま市立舘岩少年自然の家運営委員会委員の委嘱及び任命について

個人情報不開示決定に係る審査請求について



9

10 月 24 日 52 平成２９年度使用さいたま市立各高等学校教科書の採択について

10月 25 日 58 平成２９年度使用さいたま市立各高等学校教科書の採択について

10月 27 日 

53 

54 

55 

56 

57 

文化財の指定について

文化財の指定解除について

文化財の指定解除について

行政情報一部開示決定に係る審査請求について

平成２８年度さいたま市優秀教員について

11月 24 日 

59 

60 

61 

さいたま市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱及び任命について

さいたま市教育功労賞表彰について

さいたま市教育委員会事務局の課長（課長相当職を含む。）以上の人事に

ついて

12月 26 日 

62 

63 

さいたま市立舘岩少年自然の家条例施行規則の一部を改正する規則につ

いて

平成２９年度全国学力・学習状況調査について

1月 26 日 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

15 

16 

17 

18 

平成２９年度教育行政方針について

さいたま市教職員定数条例の制定について

さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の制定につい

て

さいたま市教員の修学部分休業に関する条例の制定について

さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例の制定について

さいたま市教員の休職の事由等に関する条例の制定について

さいたま市教職員の給与に関する条例の制定について

さいたま市教職員退職手当条例の制定について

県費負担教職員の給与負担等の権限移譲に伴う関係条例の整備に関する

条例の制定について

さいたま市学校災害救済給付金条例の一部を改正する条例の制定につい

て

平成２８年度さいたま市一般会計補正予算（教育費）について

平成２９年度さいたま市一般会計予算（教育費）について

平成２９年度さいたま市用地先行取得事業特別会計予算（教育費）につ

いて

さいたま市社会教育委員の委嘱について

さいたま市公民館運営審議会委員の委嘱について

個人情報一部開示決定に係る審査請求について

財産の取得について

 3月 22 日 21 さいたま市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則について

 3月 30 日 

22 

23 

24 

さいたま市教育委員会職員の職名に関する規則の一部を改正する規則に

ついて

さいたま市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則について

さいたま市立小・中学校の通学区域に関する規則の一部を改正する規則
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25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

について

さいたま市立高等学校管理規則の一部を改正する規則について

さいたま市立特別支援学校管理規則の一部を改正する規則について

さいたま市公民館条例施行規則の一部を改正する規則について

さいたま市教育職員の人事評価に関する規則を廃止する規則について

さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則につ

いて

さいたま市教員の修学部分休業に関する条例施行規則について

さいたま市教員の自己啓発等休業に関する条例施行規則について

さいたま市教員の休職の事由等に関する条例施行規則について

さいたま市教職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則について

さいたま市教職員の給料等の支給に関する規則について

さいたま市教職員の口座振替による給与の支給に関する規則について

さいたま市教育職員の給料の調整額に関する規則について

さいたま市教育職員の教職調整額に関する規則について

さいたま市教育職員の管理職手当に関する規則について

さいたま市教職員の扶養手当に関する規則について

さいたま市教職員の住居手当に関する規則について

さいたま市教職員の通勤手当に関する規則について

さいたま市教職員の単身赴任手当に関する規則について

さいたま市教育職員の特殊勤務手当に関する規則について

さいたま市教職員の時間外勤務手当に関する規則について

さいたま市教職員の休日勤務手当に関する規則について

さいたま市教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則について

さいたま市教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則について

さいたま市教育職員の義務教育等教員特別手当に関する規則について

さいたま市教職員の給与に関する条例附則第６項等の規定のよる給料に

関する規則について

さいたま市教職員の退職手当の調整額に係る教職員の区分に関する規則

について

教職員の失業者の退職手当支給規則について

さいたま市教職員の退職手当の支給制限等に関する規則について

さいたま市教育委員会事務局等の職員の勤務時間等に関する規定の一部

を改正する訓令について

さいたま市教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令について

さいたま市立学校職員服務規程の一部を改正する訓令について

市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の７の

規定に基づく協議の一部を改正する協議について

市長と教育委員会との地方公務員第１５条の２及び第２３条の２の規定

に基づく協議について
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58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

さいたま市教職員健康審査会委員の委嘱について

さいたま市文化財保護審議会委員の委嘱について

さいたま市博物館協議会委員の任命について

文化財の指定について

文化財の指定解除について

文化財の指定解除について

行政情報一部開示決定に係る審査請求について

市長と教育委員会との地方公務員第１５条の２及び第２３条の２の規定

に基づく協議について

さいたま市教職員の人事について
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Ⅲ 点検・評価の結果（平成２８年度事業対象） 

社会を生き抜く力と希望をはぐくむ教育の推進 

１ 社会を生き抜く力の養成

（１）施策の概要                                

教育施策の戦略的展開として、全ての市立小・中学校等に配置しているスクールアシ

スタントを、新たに特別支援学級を設置する全ての市立小学校や、生徒指導、教育相談

等で支援が必要な市立小・中学校に増員するなど、各学校の状況に応じたメリハリのあ

る配置を行いました。また、精神保健福祉士に加え、新たにスクールソーシャルワーカ

ーを教育相談室へ配置し、学校へ派遣する体制を整えることで、複雑化・多様化する子

どもの状況への対応を強化しました。 

このほか、「全国学力・学習状況調査」や「さいたま市学習状況調査」の結果を活用

した教育指導の検証改善や、「子どもたちの意欲を高め、学力をつける『よい授業』」に

関わる４つの因子の活用などにより、児童生徒の確かな学力を育成するとともに、「さ

いたま市小・中一貫教育」を、前年度に引き続き、全ての市立小・中・特別支援学校で

実施しました。また、「さいたま市いじめ防止対策推進条例」や「さいたま市いじめ防

止基本方針」に基づき、市を挙げていじめの防止に取り組むとともに、子どものＳＯＳ

を受け止める電話相談窓口を新たにフリーダイヤル化するなど、心のサポート体制の充

実や特別支援教育の推進を図りました。さらに、優れた指導技術を有する教員による授

業公開や、指導主事等による学校への訪問指導を行うことにより、教職員の資質能力の

向上に努めました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題                        

 ① 全国学力・学習状況調査、さいたま市学習状況調査の活用 

<取組> 

 「全国学力・学習状況調査」を平成２８年４月１９日、「さいたま市学習状況調査」

を平成２９年１月１０日に実施しました。これらの調査結果の活用について、各学校の
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学力・学習状況調査担当者を対象とした「学習状況調査研修会・説明会」を４月と１０

月に実施しました。また、小学校１１校、中学校７校に研究を委嘱し、調査結果の活用

についての研究を進めました。さらに、各学校の学力向上に係る教育活動をまとめた「特

徴ある学校の成果」を作成しました。 

 児童生徒の学力や生活習慣等の状況を掲載した「児童生徒・保護者向けリーフレット」

を作成しました。また、学習状況調査等に関する情報を動画配信サイト等で分かりやす

く配信する「学びの向上クイックリポート（学びのＱＲ）」、本市の児童生徒の学力の課

題を解決するための「課題克服応援シート（応援シート）」の内容の充実に努めました。 

 このほか、学習状況調査結果を踏まえた指導方法の工夫改善のポイントや、生活習慣

等の調査結果を記載した「解説資料」を各学校に提供しました。 

<成果・課題> 

 「全国学力・学習状況調査」では、平成２８年度も、小・中学校ともに、国語、算数・

数学の全ての実施科目で全国や大都市、埼玉県の平均正答率を上回りました。特に、主

として「活用」に関する問題（Ｂ）では、小学校では２ポイント以上、中学校では３ポ

イント以上、全国平均を上回るなど、引き続き良好な結果を得ました。 

 ４月に実施した「学習状況調査研修会・説明会」においては、「特徴ある学校の成果」

をもとに学力向上に有効な取組について協議し、情報を共有することができました。 

１０月に実施した同研修会では、講師として国立教育政策研究所の学力・学習状況調査

担当課長を招へいし、「平成２８年度全国学力・学習状況調査」の結果をもとに、専門

的な知見に基づく視点から、指導方法の工夫改善について講演をいただきました。また、

各学校が分析した自校の調査結果の成果と課題について協議を行い、学校の取組を共有

することができました。研究指定校においては、調査結果の活用方法等についての指導

主事の指導助言を踏まえ、調査結果を基にした授業改善を進めることができました。 

 さいたま市学習状況調査の実施後には、学力や生活習慣等に関する調査結果等をもと

に、各学校において児童生徒の学習状況等の実態を把握し、教育指導の工夫改善に活か

すことができました。また、小学１年生から中学３年生までの全ての児童生徒を対象に

「児童生徒・保護者向けリーフレット」を配布し、保護者への啓発を図ることができま
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した。「学びの向上クイックリポート（学びのＱＲ）」は平成２８年４月から平成２９年

３月までに１３本（前年度１０本）を配信し、平成２８年度中に延べ２，７１６回（同

１，２７８回）再生されました。「課題克服コース」（基礎的な内容）と「チャレンジコ

ース」（発展的な内容）からなる「課題克服応援シート」を、平成２８年度は新たに 

１８種類（計６６種類）作成し、児童生徒の実態に合わせて活用することができました。 

 また、指導方法の工夫改善のポイントをまとめた「解説資料ダイジェスト版」を「さ

いたま市学習状況調査」実施後速やかに校務用コンピュータに掲載し、調査結果がまと

まった３月には、各教科の成果と課題や、生活習慣等の調査結果を記載した「解説資料」

を、全ての市立小・中・特別支援学校に提供し、各学校における日々の授業改善に生か

すことができました。 

今後も、「全国学力・学習状況調査」及び「さいたま市学習状況調査」の結果を多面

的に把握・分析した内容について積極的に情報提供を行い、児童生徒のよりよい学習習

慣や生活習慣の確立のために、教育指導の工夫改善に取り組みます。 
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教科に関する調査の平均正答率一覧【小学校】（公立）

（単位：％）

全　国

国語A 26年度 72.9 74.2 (+1.3) 72.5 (-0.4) 73.3 (+0.4)

27年度 70.0 72.1 (+2.1) 68.7 (-1.3) 70.3 (+0.3)

28年度 72.9 74.7 (+1.8) 71.6 (-1.3) 73.0 (+0.1)

全　国

国語B 26年度 55.5 58.2 (+2.7) 55.5 (±0.0) 56.3 (+0.8)

27年度 65.4 68.1 (+2.7) 64.2 (-1.2) 65.9 (+0.5)

28年度 57.8 60.8 (+3.0) 56.7 (-1.1) 58.8 (+1.0)

全　国

算数A 26年度 78.1 78.5 (+0.4) 76.9 (-1.2) 78.3 (+0.2)

27年度 75.2 76.2 (+1.0) 73.1 (-2.1) 75.7 (+0.5)

28年度 77.6 78.3 (+0.7) 75.9 (-1.7) 77.8 (+0.2)

全　国

算数B 26年度 58.2 60.8 (+2.6) 57.8 (-0.4) 59.6 (+1.4)

27年度 45 46.5 (+1.5) 43.1 (-1.9) 46.4 (+1.4)

28年度 47.2 49.7 (+2.5) 46.3 (-0.9) 48.3 (+1.1)

全　国

理科 27年度 60.8 62.9 (+2.1) 59.2 (-1.6) 61.4 (+0.6)

平成２６年度～２８年度全国学力・学習状況調査

さいたま市 埼玉県 大都市

（
基

礎

・

基

本

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（
活
用

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（
基

礎

・

基

本

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（
活
用

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（　）内は全国平均との比較
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（単位：％）

全　国

国語A 26年度 79.4 82.0 (+2.6) 79.4 (±0.0) 79.5 (+0.1)

27年度 75.8 79.3 (+3.5) 74.9 (-0.9) 76.4 (+0.6)

28年度 75.6 78.9 (+3.3) 74.9 (-0.7) 75.8 (+0.2)

全　国

国語B 26年度 51.0 55.9 (+4.9) 51.5 (+0.5) 51.5 (+0.5)

27年度 65.8 69.4 (+3.6) 64.7 (-1.1) 66.3 (+0.5)

28年度 66.5 71.1 (+4.6) 65.6 (-0.9) 67.0 (+0.５)

全　国

数学A 26年度 67.4 70.8 (+3.4) 66.2 (-1.2) 67.7 (+0.3)

27年度 64.4 68.1 (+3.7) 63.2 (-1.2) 65.3 (+0.9)

28年度 62.2 65.7 (+3.5) 60.3 (-1.9) 62.8 (+0.6)

全　国

数学B 26年度 59.8 64.0 (+4.2) 59.3 (-0.5) 60.9 (+1.1)

27年度 41.6 45.8 (+4.2) 40.4 (-1.2) 43.0 (+1.2)

28年度 44.1 47.8 (+3.7) 43.2 (-0.9) 45.0 (+0.9)

全　国

理科 27年度 53.0 55.8 (+2.8) 51.6 (-1.4) 53.1 (+0.1)

（
活
用

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（　）内は全国平均との比較

（
活
用

）

さいたま市 埼玉県 大都市

（
基

礎

・

基

本

）

さいたま市 埼玉県 大都市

教科に関する調査の平均正答率一覧【中学校】（公立）

さいたま市 埼玉県 大都市

（
基

礎

・

基

本

）

さいたま市 埼玉県 大都市

平成２６年度～２８年度全国学力・学習状況調査
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②確かな学力の育成  

<取組> 

児童生徒の確かな学力の向上を目指す取組として、「基礎学力定着プログラム」や、「さ

いたま市国語力向上プログラム」、「新聞を活用した教育（ＮＩＥ※１）」を推進し、基

礎的・基本的事項の確実な定着や、思考力・判断力・表現力等の向上を図りました。ま

た、「基礎学力定着のための効果的な手立て」や家庭での取組例等を示したリーフレッ

ト（※２）を作成し、市立小・中・特別支援学校の全保護者及び教員に配布することに

より、学校と家庭の連携が学力の向上につながるよう努めました。 

 また、授業のポイントを示した冊子「新・さいたま市の授業づくり」を作成し、「よ

い授業」の４つの因子（※３）を活用した授業を推進しました。さらに、教員が自分の

授業を４つの因子に基づいて振り返ることができるシステムを開発しました。加えて、

教員を対象とした研修会、指導主事等による訪問指導においても、４つの因子に基づい

て指導・助言をすることにより、教員の授業改善を一層図ることができるようにしまし

た。 

 ※１ ＮＩＥ＝Newspaper in Education の略 

 ※２ 「よい授業」の４つの因子についての説明や、基礎学力向上に向けての家庭に

おける効果的な取組例等を記載したリーフレットで、平成２８年４月に市内

小・中・特別支援学校の全保護者及び教員に配布した。 

※３ 因子①「授業マネジメント」（授業規律、教師の話し方等） 

因子②「基礎アップ」（繰り返しによる定着、丁寧な指導等） 

因子③「授業スキル」（パソコン等の活用、教材の工夫等） 

因子④「アクティブ・ラーニング」（児童生徒主体の展開等）  

<成果・課題> 

 「基礎学力向上」や「国語力向上」の研究指定校による研究発表会を小学校７校、中

学校１１校で実施し、小・中学校から３９０名が参観しました。「基礎学力定着プログ

ラム」や「国語力向上プログラム」の取組等、確かな学力の育成に係る実践について、

成果を広めました。また、基礎学力定着のためのリーフレットを各家庭に配布したこと
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により、学力の向上について、保護者の意識も高めることができました。 

 また、「新聞を活用した教育（ＮＩＥ）」については、埼玉県ＮＩＥ推進協議会との連

携・協力により、全ての市立小・中学校に１３，５５２部の教材用新聞を配送し、ＮＩ

Ｅの活動の環境整備を推進しました。ＮＩＥ活動の実践指定校では、新聞を活用した児

童生徒主体の調査学習が行われるなど、新聞や社会的事象に関する児童生徒の興味・関

心の高まりが見られました。 

 さらに、「新・さいたま市の授業づくり」を全ての市立小・中・特別支援学校の全教

員に配布したこと、自分の授業を振り返ることができるシステムを小学５年生以上の全

ての学級において活用したこと、また、指導主事等が全校において訪問指導を行ったこ

となどにより、各校で４つの因子に基づく授業が展開されるようになりました。 

 今後も、４つの因子に基づく学力向上の取組を全ての市立小・中学校に浸透させ、更

なる教育指導の充実に努めてまいります。 

③スクールアシスタント配置事業の充実 

<取組> 

全ての市立小・中学校等に「スクールアシスタント」を配置しました（平成２９年３

月３１日現在、延べ５７５名）。さらに、特別支援学級及び通級指導教室の設置校をは

じめ、学級の規模など、学校の実態に即した配置を行ったり、年度途中において様々に

変化する児童生徒の実態により追加配置をしたりするなどして、各学校のニーズに応じ

た配置を行いました。また、特別な教育的支援を要する児童生徒の校外学習に、必要に

応じてスクールアシスタントが付き添えるようにし、安全な校外学習の実施に努めまし

た。 

<成果・課題> 

スクールアシスタントは、学習面、生活面、双方において、児童生徒と深い人間関係

を構築しながら実態に合ったきめ細かな支援を行いました。スクールアシスタントに関

するアンケート調査によると、８４．６％の児童生徒から、「スクールアシスタントが

教室にいると勉強が分かりやすくなる」との回答があるなど、児童生徒に寄り添った支
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援が行われました。 

 平成２８年度からは新たに、特別な教育的支援を要する児童生徒の校外学習にスクー

ルアシスタントが付き添うことが可能となり、より安全に校外学習を実施することがで

きました。 

 今後も、スクールアシスタントの積極的な活用を通して、教育効果を高めてまいりま

す。 

 ④小・中一貫教育の推進  

<取組> 

確かな学力の向上やいわゆる「中１ギャップ」の緩和のために、義務教育９年間を連

続した期間ととらえ、一貫性のある学習指導や生徒指導の推進を目指す、「さいたま市

小・中一貫教育」を、昨年度に引き続き、全ての市立小・中・特別支援学校で実施しま

した。 

 実施に当たっては、「さいたま市小・中一貫教育」カリキュラムに基づき、９年間を

見通した年間指導計画を全ての小・中学校において作成し、系統性を意識した指導に努

めるとともに、関係する小・中学校におけるスローガンの作成や共通指導事項を設定し

ました。また、いじめや不登校に迅速かつ適切に対応するための手引きを活用し、児童

生徒一人ひとりの心のサポートに努めました。 

 さらに、小学６年生が進学先の中学校を訪問し、授業体験や部活動体験、中学生の案

内による施設見学等の交流を行う、「つぼみの日」を開催しました。 

 このほか、小・中一貫教育に係る人事交流の工夫として、中学校区単位で一部の小・

中学校教員を兼務させることで、それぞれのよさを活かして指導を行いました。 

<成果・課題> 

 ９年間を見通した年間指導計画では、関係小・中学校間における連携を図りながら、

系統性を意識した学習指導を進めることができました。また、いじめや不登校に対応す

るための手引きの活用を図ることにより、児童生徒の心のサポート体制の強化が図られ

ました。「つぼみの日」では、中学校区ごとに取組の充実が図られ、小学生からは「中
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学校進学への期待を抱いた」「小学校卒業までの学校生活への意欲が高まった」という

感想が多く聞かれました。 

 平成２９年３月に実施した児童生徒向けアンケート調査では、平成２５年３月実施の

調査と比べ、小学５、６年生については、中学校の学習について「とても楽しみである」

「楽しみである」と回答した割合が５１．１％から５５．２％に増加しました。また、

中学１年生については、中学校生活全体について「とても充実している」と回答した割

合が、３３．６％から４９．１％に増加するなどの成果がみられました。 

 今後も、関係する小・中学校において作成したスローガンや共通指導事項を基に、小・

中学校９年間を見通して児童生徒をはぐくむための取組を充実するとともに、兼務して

いる小・中学校教員の人事交流を充実させ、指導形態を工夫してまいります。 

 ⑤道徳教育の推進  

<取組> 

 「特別の教科 道徳」の趣旨を踏まえ、「考える道徳、議論する道徳」に向けた授業

改善を図れるよう、自己の生き方について深く考える授業づくりのポイントや、道徳教

育の指導要領改訂の趣旨等を示した「道徳授業づくりの手引き（改訂版）」を作成しま

した。この手引きを活用して道徳教育の要となる道徳の授業の充実を図るとともに、本

市独自の「さいたま市道徳読み物資料集」や、文部科学省発行の「私たちの道徳」を活

用し、家庭で書き込みをしたり、書き込んだものを学校で話し合ったりするなど、家庭

と連携を図りながら、人間としての在り方や生き方について考えを深める、道徳教育の

推進に努めました。 

 さらに、自然の中での集団宿泊活動や中学校における職場体験活動、技術・家庭科に

おける「赤ちゃん・幼児触れ合い体験」等の豊かな体験活動を生かして、道徳の時間に

おいて道徳的価値の意味や大切さについて考えを深められるようにし、児童生徒の内面

に根差した道徳性の育成が図られるよう努めました。 

<成果・課題> 

 「さいたま市道徳読み物資料集」や「私たちの道徳」を全ての市立小・中・特別支援
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学校の児童生徒に配布し、学校の教育活動全体を通じて道徳教育を実施しました。また、

小学校では１００％の学校が、中学校では９５％の学校が道徳の授業を地域や家庭に公

開するなど、家庭と連携を図った道徳教育の推進が図られました。 

 また、「道徳 授業づくりの手引き（改訂版）」を全ての市立小・中・特別支援学校の

教員に配布し、各学校において道徳教育を推進する教員を対象とした研修会を開催した

ことにより、さいたま市学習状況調査の「道徳の時間は楽しい、あるいはためになると

思いますか」という質問項目に対して、「とてもそう思う・どちらかといえばそう思う」

と回答した児童生徒の割合が８４．７％となりました。 

 今後も、豊かな体験活動を活かして、児童生徒が様々な道徳的価値の意味や大切さに

ついて自分事として切実に考え、実践につなげられるようにする授業を工夫するなど、

よりよく生きようとする力をさらに引き出す道徳教育の推進に努めてまいります。 

⑥子どもたちの体力向上に向けた施策の推進 

 <取組> 

児童生徒の体力の向上と望ましい運動習慣の確立を図るため、「子どものための体力

向上サポートプラン（改訂版）」を推進しました。具体的には、市立小学校で共通して

長縄跳びの記録に挑戦する「体力アップキャンペーン」に取り組みました。また、基礎

的な動きを身に付けさせる運動例を示した「新体力アップメニューを活用した授業づく

り」を、市立小・中学校で展開しました。 

 課題がみられた「握力」や「投力」の向上を図るため、子どもたちが手軽にできる「に

ぎなげ体操」や、体育授業のはじめの５分間程度や休み時間に取り組むことができる運

動メニューを示した「にぎなげプロジェクト」を、全ての市立小・中学校を対象に展開

し、小学校においてはボール投げの効果測定を実施しました。 

<成果・課題> 

小学校教員体育実技伝達講習会や体育主任研修会等で、「体力アップキャンペーン」

や「新体力アップメニューを活用した授業づくり」を周知しました。「にぎなげプロジ

ェクト」では、１学期に測定した新体力テストの記録と、約半年間の取組後の記録を比
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較すると、投力の平均が全ての学年において向上しました。特に、小学３年生男子は 

１３．７５ｍから１６．１６ｍ、小学４年生男子は１７．２４ｍから１９．４８ｍに向

上するなど、小学２・３・４・６年生男子は２ｍ以上、３・６年生女子は１．５ｍ以上

の伸びがみられ、大きな成果が得られました。中学校においては、生徒の運動量を確保

するなど工夫した授業づくりの成果として、平成２８年度新体力テストの結果において

「持久走」の平均タイムが中学２年生男子は６分１０秒５０（１，５００ｍ）、中学２

年生女子は４分３１秒００（１，０００ｍ）で、いずれも全国トップレベルを記録する

ことができました。 

 今後も、握力・投力を向上させるための「にぎなげプロジェクト」を継続するなど、

児童生徒の体力向上を目指してまいります。 

 ⑦いじめ防止対策の推進  

<取組> 

平成２８年８月５日の「さいたま市子ども会議」の開催に先立ち、各中学校区におい

て「中学校区ブロック会議」を開催しました。「中学校区ブロック会議」では、各中学

校区の小・中学校の代表者が集まり、自校におけるいじめの実情及びいじめ撲滅に向け

た具体的な取組について話し合いました。「さいたま市子ども会議」では、全ての市立

中学校の代表者が一堂に会し、各中学校区で話し合われた内容を報告し合うとともに、

グループ会議・全体会で討議を行いました。 

 平成２８年８月２４日に開催した「いじめ防止シンポジウム」では、小・中学校が連

携したいじめ撲滅に向けた取組の発表、代表児童生徒によるいじめ撲滅に向けた主張、

「さいたま市子ども会議」議長団による実施報告、青少年育成さいたま市民会議による

「いじめ防止のための５ヶ条」の発表が行われるなど、市を挙げていじめ問題について

考える機会となりました。 

 また、人と接する際に必要となる基本的なスキルなどを身に付ける「潤いの時間『人

間関係プログラム』」の指導の充実を図るために、市立小・中学校の教員を対象とした

研修会において、「人間関係プログラム」に係る指導補助資料第３集や調査結果の活用
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の手引きを周知するとともに、その資料等を教員が活用しやすいように校務用コンピュ

ータに掲載しました。 

<成果・課題> 

「中学校区ブロック会議」では、いじめ撲滅について子どもたちが本気で考え、そこ

で出された内容をもとにした「さいたま市子ども会議」での討議を通じて、全市的ない

じめ撲滅に向けた機運を醸成させることができました。 

 「いじめ防止シンポジウム」では、当日１，４０４名の参加者があり、市を挙げて、

いじめの問題を深く考える機会となりました。さらに、小・中学校が連携した取組を発

表することで、いじめ撲滅に向けた市全体の機運を高めることができました。 

 また、市立小・中学校からの要請に基づき、警察ＯＢである学校生活指導員を小・中

学校１２校（同１校増）に３１７日（同７９日増）、教員ＯＢである個別サポート指導

員を６２校（同５校増）に４７９日（同５８日増）それぞれ派遣し、各学校の事案に応

じ、迅速かつ、きめ細かに対応することができました。 

 「潤いの時間『人間関係プログラム』」では、調査結果における言語的スキルの評定

（５段階）について、上位２段階の割合が、小学校で５０．１％（同２．７ポイント増）、

中学校で３８．０％（同３．０％ポイント増）と、一定の成果が見られました。 

 今後も、これらの取組について、より一層推進し、児童生徒のいじめ防止対策に努め

てまいります。 

 ⑧心のサポート体制の充実 

<取組> 

校内の教育相談体制の充実に向け、さわやか相談員を全ての市立中学校へ引き続き配

置するとともに、スクールカウンセラーの配置を１４名拡充し、全ての市立中・特別支

援学校と、小学校５２校(２校に１人）、高等学校２校（２校に１人）に配置しました。

また、２０名のスクールソーシャルワーカーを市内６か所の教育相談室に新たに配置し

ました。 

 学校だけでは解決が難しい事案に対して、学校、教育委員会、警察、福祉、保健、医
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療が連携して、ケースに応じた最も適切な支援をするための「子どもサポートネットワ

ーク」を推進するとともに、これまでの精神保健福祉士に加え、新たに配置したスクー

ルソーシャルワーカーを全ての市立学校へ派遣することで、複雑化・多様化する子ども

の状況への対応を強化しました。 

 さらに、相談することの大切さや相談のスキル、悩みやストレスへの対処法などを学

ぶ「『いのちの支え合い』を学ぶ授業」を、全ての市立小・中学校で実施しました。 

 不登校の解消に向けては、「児童生徒の心のサポート 手引き」等に基づき、不登校を

未然に防ぐとともに、市内６か所の教育相談室・適応指導教室を核とし、様々な理由で

学校に行くことが困難な児童生徒への支援や、「子どもサポートネットワーク」を活用

した関係機関と連携した支援を強化することで、学校復帰や社会的自立に向けたきめ細

かな対応を図りました。 

 このほか、教職員が自殺の危機にある児童生徒を早期に発見し、適切に対応するため

の知識とスキルを身に付ける「ゲートキーパー研修会」を、引き続き実施しました。 さ

らに、悩みや不安を抱える児童生徒や保護者が、いじめに限らず、子どもに関する相談

全般についていつでも相談できるよう、夜間・休日を含めた２４時間の電話相談「さい

たま市２４時間子どもＳＯＳ窓口」のフリーダイヤル化を開始しました。 

<成果・課題> 

スクールカウンセラーが受けた相談が延べ８１，４２７件（前年度７１，４３４件）

となり、前年度の約１．１４倍となりました。また、新規配置のスクールソーシャルワ

ーカーが、１，０４０件の支援にあたることで、教育相談体制の充実を図ることができ

ました。このことにより、学校だけでは対応が困難な事案に対し、「子どもサポートネ

ットワーク」を活用した支援が、前年度６０件から３００件へと大幅に増加しました。 

 不登校児童生徒への支援としては、教育相談室に併設している適応指導教室において、

１０７名の児童生徒を受け入れ（前年度比１．２３倍）、そのうち９８.１％の児童生徒

においては学校に通う日数が増えるなどの成果が見られました。また、複雑化・深刻化

した課題を抱える不登校児童生徒に対し、「子どもサポートネットワーク」を活用した

支援を１８０件行うことができ、そのうち４１．７％において児童生徒の状況が好転す
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るなどの成果が見られました。 

 「ゲートキーパー研修会」を９１０名（前年度９０４名）の小・中学校の教員に対し

て実施し、児童生徒の心の状態に応じた支援ができるスキルを身に付けることができま

した。 

 「さいたま市２４時間子どもＳＯＳ窓口」において、前年度の約２．８倍にあたる 

２，５９８件（前年度９３３件）の電話相談に対応しました。 

 今後は、本市の教育相談の中核的な役割を担う総合教育相談室を、さいたま市子ども

家庭総合センター内に設置することにより、関係機関等との連携をさらに強化していく

ことで、児童生徒の心のサポート体制の充実を図ってまいります。 

 ⑨特別支援教育の推進  

<取組> 

共生社会の形成を目指し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実を

図るために策定した「第２次さいたま市特別支援教育推進計画」に基づき、特別支援教

育の推進に努めました。さらに、教員の特別支援教育に関する専門性を高めるために、

埼玉大学と共催で免許法認定講習を実施しました。 

 また、特別支援ネットワーク連携協議会を活用した学校コンサルテーションの充実や

教職員の特別支援教育に関する研修会を実施し専門性の向上に努めました。 

 さらに、平成２９年４月から特別支援学級を新増設するため、小学校１１校、中学校

８校で特別支援学級の開設準備を行いました。併せて、小学校における発達障害・情緒

障害通級指導教室を拡充するための準備を行いました。 

 <成果・課題> 

平成２９年度当初の特別支援学級設置率は、８６．９％（前年度７５．０％）となり、

今まで以上に障害のある児童生徒が住み慣れた地域で学ぶことができるようになりま

した。さらに、小学校における発達障害・情緒障害通級指導教室をこれまでの８教室か

ら２８教室に増設するために、児童の教育的ニーズの把握と設置予定校への開設準備を

進め、特別支援教育の推進を一層図ることができました。 
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  また、埼玉大学との共催で実施した特別支援学校免許法認定講習を、７９名（前年度

８９名）の教職員が受講しました。 

 今後も、「第２次さいたま市特別支援教育推進計画」に基づき、特別支援学級の新増

設を進めるとともに、新たに本市主催の免許法認定講習を実施し、教職員の専門性の向

上を目指し、特別支援学校教諭免許状保有率の向上を図ることで、特別支援教育のより

一層の充実に向けて取り組んでまいります。 

 ⑩教職員の資質能力の向上  

<取組> 

時代のニーズや多様化する教育課題に対応するために、初任者研修をはじめとした各

年次研修では、研修教員のキャリアステージに応じて、研修内容、方法及び形態を工夫

し、主体的・協働的に学ぶことができるよう努め、研修の一層の充実を図りました。さ

らに、教育者としての使命感や高い倫理観を養うために各年次研修に位置付けている服

務に関する研修では、様々な事例を踏まえ、より実践に生かすことができるようにしま

した。教員育成指標の明確化については、これまでに作成した「キャリアステージに応

じた研修のねらいと育成したい主な資質能力の概要」の見直しを行い、教員の資質能力

の向上に生かすことができるようにしました。 

 指導技術の継承に当たっては、文部科学省やさいたま市教育委員会から表彰を受けた
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優秀教員による「授業の達人大公開」における授業の様子を校務用コンピュータや動画

配信サイトに配信しました。さらに、研修会の講師に優れた指導技術を有する教員を積

極的に招へいするなど、若手教員へ優れた指導方法等を伝えるようにしました。 

 このほか、「『教師力』パワーアップ講座」の充実にも努め、教職員の自主的・自発的

な研修の場や機会を提供しました。 

<成果・課題> 

研修内容の一層の充実に努め、平成２８年度は延べ１７，５３６名の教職員が研修に

参加しました。とりわけ急速な世代交代に伴い重要視して取り組んできた初任者研修に

おいて、研修内容の理解度について調査したところ、９３．５％（前年度比１．０ポイ

ント増）に当たる初任者が、研修評価において最上位の「Ａ評価」を付けました。研修

全体の理解度について、「Ａ評価」が８９．７％（同３．４ポイント増）となっている

ことからも、初任者の理解度が高かったことがうかがえます。今後も、国の動向を踏ま

え、経験の浅い教職員の育成を図るとともに、学校のニーズや今日的な教育課題を踏ま

え、教師としての使命感や高い倫理観を養う研修の充実に努めてまいります。 

 「授業の達人大公開」については、平成２１年度の事業開始から延べ５４講座実施し、

１，４７０名の参加となりました。平成２８年度は、講座は５講座（同１講座増）、参

加者は１４０名（同１６名増）となりました。研究協議では、優秀教員が児童生徒に指

導する際の留意点等を語ることで、指導力や指導方法等の継承を図ることができました。

授業の様子は、インターネットや校務用コンピュータで配信し、配信開始以来 

１１，２８３回（平成２９年２月１日現在）の再生があり、教職員が授業づくりについ

て学ぶほか、保護者や地域、教員を目指す学生が学校の教育活動を視聴するよい機会と

なりました。今後は、授業の動画を教職員研修で活用したり、年次研修と連携したりす

るなど、「授業の達人大公開」の更なる活用を図ってまいります。 

 このほか、「『教師力』パワーアップ講座」については、講座は１７５講座（同２３講

座増）、参加者は２，１２１名（同９６名増）となりました。 

 今後も、学校のニーズや今日的な教育課題に対応でき得る研修の充実に努めてまいり

ます。 
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 ⑪学校への訪問指導の充実 

<取組> 

 計画訪問では、全ての市立幼稚園、小・中・特別支援学校に対して訪問指導を行い、

教育課程や学習指導、その他教育活動全般に関する専門的事項について、「全国学力・

学習状況調査」や「さいたま市学習状況調査」の調査結果、「『よい授業』４つの因子」

等を踏まえ、各学校の課題を明確にし、指導・助言を行いました。 

 また、校長の要請に基づく要請訪問では、小学校では１０２校延べ１，０４０回、中

学校では４８校延べ２６３回、特別支援学校では２校延べ１２回、合計１，３１５回（前

年度１，０３４回）訪問しました。 

 学習状況調査の結果を活用して各学校に指導助言を行う「学力向上カウンセリング学

校訪問」では、小学校５５校、中学校２５校に対して、延べ８５回（同６８回）実施し

ました。 

<成果・課題> 

計画訪問では、全教員に配布した「新・さいたま市の授業づくり」を活用して「『よ

い授業』４つの因子」に基づいて、指導・助言を行うことにより、授業改善の視点を明

確にすることができました。 

 また、校長の要請に基づく要請訪問では、各学校が校内研究で取り組んでいる教科等

に係る具体的な指導・助言を行うことにより、教員の研修意欲が高まり、授業改善が図

られた結果、さいたま市の児童生徒の意欲を高め、学力向上につなげることができまし

た。 

 「学力向上カウンセリング学校訪問」では、各学校においてＰＤＣＡサイクルを意識

した学力向上の取組が進みました。 

 今後も、各学校の課題を明確にし、より具体的な指導・助言を行うことで、教職員の

資質向上と学校教育の充実を図ってまいります。 



29

 ⑫さいたま教育コラボレーション構想の推進 

<取組> 

大学と連携・協力し、教員を目指す大学生及び大学院生を「大学生による学習支援ボ

ランティア（アシスタントティーチャー）」として、市立幼稚園・小・中・高等・特別

支援学校へ派遣しました。また、大学から招いた指導者による専門的な知識・技能の習

得を目指した教職員研修や、大学と教育委員会との人事交流も実施しました。 

<成果・課題> 

アシスタントティーチャーについて、派遣申請のあった全１２２校に対し、１７６名

（前年度比１３名増）を配置することができました。学校からは「児童にとって、世代

の近い理解者・支援者が得られ、学習上の刺激になった。社会性を広げる機会の 1つに

なった」等、また、学生からは「教育実習と異なり、長い期間子どもたちと関わること

で、子どもたちの成長を感じることができた。実際に授業に入ることでアクティブ・ラ

ーニングの活用など実践的な専門性について学び、体験することができた」等の成果が

報告されました。 

 教職員研修については、大学から１６名の大学教授等を招へいし、教職員の専門的な

知識・技能の習得を図るための研修会を１６回（前年度６回）実施することができまし

た。 

 今後も、大学と連携しながらアシスタントティーチャーの派遣等、さいたま教育コラ

ボレーション構想の更なる充実に努めてまいります。

 ⑬自然体験活動の充実 

<取組>

 「自然に触れ、自然に学び、自然で鍛える」という基本理念に基づき、市立小・中学

校で、舘岩少年自然の家、民間施設の会津高原リゾート、本市の保養施設であるホテル

南郷等を利用した「自然の教室」を実施しました。 

 全ての児童生徒に対し、より豊かな自然体験活動、集団宿泊活動を同じ環境のもとに

実施できるよう、平成３０年度からの舘岩少年自然の家での「自然の教室」全校実施へ
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向け、施設設備工事等を計画的に進めるとともに、新規プログラムの開発実施に努め、

より一層の活動の充実を図りました。 

<成果・課題> 

 １７４団体、２２,１４４名（前年度１７１団体、２３，２３４名）の児童生徒等が

「自然の教室」に参加しました。実施校に対するアンケートでは、利用の効果として、

自然体験活動の達成度は、十分達成が７７．４％、概ね達成が２０．８％、児童生徒の

相互の理解・協力は、十分達成が６８．６％、概ね達成が３０．８％と高評価を得まし

た。また、児童生徒に身に付いた力として、小学校では「集団生活での規律」「協力す

る気持ち」、中学校では「集団生活の基本の定着」「リーダーシップ、メンバーシップの

育成」など集団宿泊活動を通した成果が多く挙げられました。 

今後も、新館増築事業を継続し、平成３０年度からの舘岩少年自然の家での全校実施

へ向け、準備を進めてまいります。

⑭学校図書館の充実

<取組> 

 「学校図書館資源共有ネットワーク事業」による蔵書の共同利用が、より計画的・継

続的に実施されるよう、学校図書館司書や司書教諭を対象とした研修会を実施しました。

研修会においては、小・中学校間の情報交換や連携が可能になるよう、小・中一貫教育

を行っている近隣の学校での研究ブロックを基本としたグループを編成し、協議等を行

いました。 

 また、引き続き「さいたま市『心を潤すこの一冊』子ども１００選」「子ども１００

選プラス」の周知を図り、研修会における実践発表と併せて、各学校における読書イベ

ント等の一層の充実を図りました。 

<成果・課題> 

学校図書館司書や司書教諭を対象とした研修会では、読書活動の推進について優れた

取組を行った「子どもの読書活動優秀実践校」として文部科学大臣表彰を受けた学校な

どが実践例を発表することで、各学校における読書活動の参考となる取組を共有するこ
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とができました。また、研修会での協議を通じて、小学生と中学生が相互に本を紹介す

るイベントや、小学校における中学校の図書館紹介などが実際に行われ、小・中学校の

連携が深まりました。 

 このような取組により、市立小・中学校における図書の年間貸出総数は 

約２，７４０，０００冊（前年度比約１８０，０００冊増）に達しました。さらに、個

人貸出以外に、授業などに活用するため学年や学級に貸し出された図書の冊数は、約 

１２万冊に上りました。 

  また、平成２８年度の「全国学力・学習状況調査」の結果では、「月に１～３回以上

学校図書館や地域の図書館に行く」と答えた児童生徒の割合が、小学校では４３．６％

（全国平均比３．３ポイント高）、中学校では２１．６％（同３ポイント高）となりま

した。さらに、中学校では、「読書が好き」と回答した生徒の割合は７３．５％（同 

３．６ポイント高）となりました。 

 今後も、公共図書館との連携を進めるとともに、小・中学校の連携を深め、９年間を

見通した読書指導を充実させ、児童生徒の更なる読書意欲の向上に努めてまいります。 

（３）教育委員会の自己評価                           

 教育施策の戦略的展開として掲げた事業では、スクールアシスタントについて、各学

校のニーズや学校規模に応じた配置等を行ったことにより、学習面、生活面、双方にお

いて、きめ細かな指導や教育的支援を行うことができました。また、精神保健福祉士に

加え、新たにスクールソーシャルワーカーを市内６か所の教育相談室に配置し、全ての

市立学校へ派遣したことにより、複雑化・多様化する子どもの状況への対応が強化され、

問題を抱える児童生徒に、より適切な支援が行えるようになりました。 

このほか、「全国学力・学習状況調査」では、平成２８年度も、小・中学校ともに、

全ての実施科目で全国や大都市、埼玉県の平均正答率を上回る、良好な結果を得ること

ができました。また、いじめの問題については、「いじめ防止シンポジウム」の開催等

により、いじめ撲滅に向けた市全体の機運を高めることができました。さらに、不登校

児童生徒に対しては、「子どもサポートネットワーク」を活用するなど、関係機関との
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連携を強化したことにより、学校復帰や社会的自立に向けたきめ細かな支援を行うこと

ができました。 

 今後も、確かな学力の育成やいじめの防止、不登校児童生徒への支援等、諸課題に対

処しながら、「知」「徳」「体」「コミュニケーション」のバランスのとれた子どもをはぐ

くんでまいります。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見                     

・ 指導１課が策定した「基礎学力定着プログラム」と教育研究所が作成した「課題克

服応援シート」の違いが保護者には分かりにくい。各所管課で連携を図り、保護者へ

の効果的な周知の方法や時期を検討してほしい。 

・ 教育的支援や配慮が必要な児童生徒への対応をより充実させるため、スクールアシ

スタントの配置人数を増やしてほしい。また、外国籍の保護者や不登校児童生徒への

支援など、複雑化・多様化する子どもの状況に対応できるよう、さらに充実を図って

ほしい。 

・ 小・中一貫教育を進める上で、教職員の人事交流をさらに推進し、小・中学校間に

おける連携・協力と情報共有により一層努めてほしい。 

・ 道徳は、「いじめ」や「いのちの大切さ」に関わる重要な教科であるから、子ども

たちにどのような指導を行い、評価をするのか、教員同士の共通理解を十分に図って

ほしい。 

・ 道徳教育は、道徳の時間を要として学校の教育活動全体を通じて行うものであるこ

とから、給食の時間におけるマナーや言葉遣いなど、集団生活の中での正しい言動を

身に付けられるような指導を大切にしてほしい。 

・ 学校の先生方が教科書や副読本をよく読み、授業づくりのアイデアを十分に考えら

れる時間を保障してあげてほしい。 

・ 世代の変化や時代状況に鑑み、大学の教員養成においても道徳教育の大切さが見直

されており、今の時代は、子どもの頃から道徳教育が必要であるということが共通認

識になっていると思われる。 
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・ 学校同士の交流を行いながら、いじめ防止に関する教員の体験談を聞いたり、情報

交換や意見交換を行ったりする機会を充実させてほしい。 

・ ネット上のいじめに対しては、若い世代の教員を中心に連携して対応することによ

り、児童生徒との会話を通じて、解決の糸口が見つかることもあるのではないか。 

・ 相談がないことが理想ではあるが、時代のニーズに応え、スクールカウンセラーに

よる相談件数が年々増加していることは努力の成果と言えるかもしれない。少々の軋

轢は社会にもある。社会に出た時に、軋轢に耐え得る強い人間を育てることが大切な

のではないか。 

・ 教員育成協議会の発足は、教員養成に関して、初めて教育委員会が主導権を持つと

いう意味で画期的なことである。率直な議論を行い、教員の養成から採用、研修まで

を含め、教員の資質能力の向上に向けて一貫した方針を打ち立ててほしい。 

・ さいたま市教員育成協議会が全国のモデルになれるよう、取組を進めてほしい。 

・ アシスタントティーチャーが２７の大学から参加していることはすばらしい。今後

も、大学との連携・協力をさらに推進してほしい。 

・ 学校図書館の整備充実が図られ、活用度が年々高まっていることは、非常に良く努

力された印象がある。 

・ 図書館の蔵書は優れたものが多くあるが、国語の教科書も丹念に読み込めば、子ど

もたちの心を潤す一冊になるのではないか。 
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２ 未来へ飛躍する人材の育成

（１）施策の概要                                

教育施策の戦略的展開として、小学１年生から中学３年生まで一貫したカリキ

ュラムに基づき英語教育を行うグローバル・スタディを、国に先駆けて、全ての

市立小・中学校で実施しました。また、選挙権年齢の満１８歳以上への引下げが

行われたことから、児童生徒の発達段階や政治的中立性の確保等に配慮しながら、

政治的教養が適切にはぐくまれるよう、主権者教育の充実を図りました。さらに、

本市初となる中等教育学校の平成３１年度開設に向け、校舎整備を進めました。 

このほか、「特色ある学校づくり」計画に基づき、各市立高等学校において、

国際交流事業等によるグローバル社会で活躍できる人材の育成や、理数科教育の

充実による科学技術分野において日本をリードする人材の育成等に努めました。

また、国際教育・交流事業や小・中学校の理数教育についても充実を図りました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題                        

⑮新しい英語教育「グローバル・スタディ」の推進 

<取組> 

平成２８年度から、全ての市立小・中学校においてグローバル・スタディを実施しま

した。 

 平成２９年度からの小学校におけるグローバル・スタディの授業時数増加に向け、大

学教授等の有識者、校長、教諭、保護者の代表による英語教育推進委員会や、教諭、グ

ローバル・スタディ科非常勤講師、ＡＬＴ（外国語指導助手）による英語教育ワーキン

ググループ作業部会を開催し、カリキュラム開発、指導資料の作成、テキストの改訂を

行いました。 

 また、英語教育研究開発モデル校として、引き続き２中学校区で計５校を指定し、全

てのモデル校で授業公開を実施し、新しいカリキュラムの実践、教材開発等に取り組み

ました。 

 教員研修については、各小学校でグローバル・スタディの取組を推進する中核教員を
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養成するため、また、各中学校のグローバル・スタディ教員の資質・指導力向上のため、

それぞれ夏季休業中に３日間の研修を実施するなど、指導力をさらに向上させるための

教員研修を延べ１５回（小学校対象：８回、中学校対象：７回）（前年度１０回）実施

しました。 

 さらに、各学校からの要請に応じてグローバル・スタディ科非常勤講師やＡＬＴを直

接指導するグローバル・スタディ要請訪問を年間１６回実施しました。 

<成果・課題> 

 教育委員会の設置する英語教育推進委員会、英語教育ワーキンググループ作業部会で

グローバル・スタディで使用する小学校児童用のテキストの改訂、中学校生徒用の読み

物資料、及び教員用の１時間ごとの指導資料、評価に係る資料を作成し、全ての市立小・

中学校へ配布し、周知しました。 

 英語教育研究開発モデル校の研究により、児童生徒の主体的な言語活動が行われるよ

う、研究成果報告書を教師用指導資料に反映させることができました。また、年間を通

して授業公開に約３６０名の教員等が参加し、教員が授業の進め方について具体的なイ

メージをもつことにつながりました。 

 １月に行った第２回グローバル・スタディ科主任研修会での、参会者へのアンケート

では、「あなたの学校のグローバル・スタディの授業者の取組についてうかがいます」

という項目で、どの教員も熱心に取り組んでいる等、良好な回答を得ることができまし

た。 

 教員研修については、中核教員による各学校での校内研修を全ての市立小学校で実施

しました。演習を交えた指導方法の研修会では、「授業で使う英語がすぐに活用できそ

うだ」「発音の仕方について勉強になった」「研修が英語で行われたことがとても魅力的

であり、授業で活用したい」等の声が多数寄せられました。 

 今後も、地域を愛する心や異文化理解を深め、他国を尊重する態度の育成を図り、グ

ローバル社会で主体的に行動し、たくましく豊かに生きる児童生徒の育成を目標にした

先進的な英語教育を、更に推進してまいります。 
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 ⑯国際教育・交流事業の充実 

<取組> 

外国語指導助手の派遣事業では、８３名の外国語指導助手を全ての市立小・中学校に

派遣しました。授業内容の充実や平成２８年度のグローバル・スタディの円滑な実施を

ねらいとした外国語指導助手向けの研修を月１回、年間で１２回実施しました。 

 中学生国際交流事業では、国際理解への興味・関心を高め、国際交流及び国際親善に

資することを目的として、全ての市立中学校から１名ずつ、合計５７名の生徒を本市海

外姉妹都市のニュージーランド・ハミルトン市に派遣し、現地の人々と交流を図りまし

た。 

 海外姉妹校等との交流事業では、手紙や作品の交換による交流を行った７校の小・中

学校を支援しました。海外姉妹都市教員派遣・受入事業では、アメリカ合衆国・リッチ

モンド市から教員１名を市立小・中学校７校（小６校、中１校）で受入れました。 

 日本語指導員派遣事業については、日本語の活用又は生活習慣において困難を伴う帰

国・外国人児童生徒１８７名（前年度１６７名）全員に対し、日本語指導員を派遣しま

した。 

 また、さいたま市で行われる国際イベントで、外国からのお客様への道案内やインタ

ビューを通して交流活動を行うことなどを目的とした、さいたま市国際ジュニア大使を

認証しました。 

<成果・課題> 

外国語指導助手の派遣事業では、さいたま市独自のカリキュラムや毎月の研修会に基

づいて外国語指導助手による授業を実施したことにより、引き続き全ての市立小・中学

校で質の高い授業を行うことができました。 

 中学生国際交流事業では、派遣後に実施した質問紙調査において 「外国のことを知

ろうとしている」「相手の言いたいことをわかろうとしている」の２つの項目で、「そう

思う」と答えた生徒の割合が９割を超えました。また、派遣生徒は６つのグループに分

かれ、「自然」「文化」などの異なるテーマを設定し、それらを調査した結果を帰国報告
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会で発表するとともに、個人の成果については帰国報告書にまとめました。さらに、各

所属校の文化祭や全校集会等で派遣報告を行うなど、全ての市立中学校において派遣生

徒の成果を還元する活動を行いました。 

 海外姉妹都市教員派遣・受入事業では、さいたま市内の学校でリッチモンド市の紹介

や文化交流の授業を通じて本市の児童生徒及び教員の国際感覚を高めるとともに、リッ

チモンド市の教員が日本やさいたま市への理解を深めることで、両市の絆をより一層強

めることができました。 

 また、日本語指導員派遣事業の実施により、帰国・外国人児童生徒の日本語を活用す

る能力が向上し、学校生活への適応が図られました。 

さいたま市国際ジュニア大使については、平成２９年３月に小学生１３８名、中学生

９８名を認証しました。 

 今後は、姉妹校との交流事業や日本語指導等について、国際教育主任研修会等の場で

情報提供を行い、参加校の増加や教員の資質向上に努めます。また、さいたま市国際ジ

ュニア大使の活動、イングリッシュキャンプなど、体験的な取組を通して国際教育・交

流を推進してまいります。 

⑰理数教育の充実  

<取組> 

理数に係る問題を児童生徒が主体的に解決する力を育成するため、「さいたま市理数

教育推進プログラム」を推進しました。 

 算数・数学や理科に係る児童生徒の思考力・判断力・表現力等の育成を図るため、理

数教育に係る研究指定を行い、研究成果を市立小・中学校で共有しました。 

 さいたま市ＣＳＴ（コア・サイエンス・ティーチャー）事業では、中核的な理科教員

の候補であるＣＳＴ候補者による公開授業研修会を全１０回実施するとともに、ＣＳＴ

等を講師とした観察・実験実技研修会を各区の拠点校で実施し、市立小・中学校から 

２１８名の教員が参加しました。 

 また、全ての市立小学校に観察実験アシスタントを派遣する「理科観察実験支援事業」
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と、小・中学校に理科備品を配置する「理科教育設備等備品整備事業」を実施しました。 

<成果・課題> 

さいたま市ＣＳＴ事業において、平成２８年度新たに中核的な理科教員であるＣＳＴ

を６名、中核的な理科教員の指導者であるＣＳＴマスターを１名、認定しました。 

 実技研修会終了後に実施したアンケートでは、「今後の教育活動で活用することがで

きる」との回答が１００％、「研修の内容はわかりやすかった」との回答も１００％と

いう結果を残すことができました。 

 「理科観察実験支援事業」において、平成２８年度事業終了後に全ての市立小学校を

対象として行った事業評価アンケートでは、全ての市立小学校が、観察・実験にかける

時間を十分に確保することができたり、より工夫した観察・実験を行うことができたり

したことで、「観察・実験が充実した」と回答しました。「理科教育設備等備品整備事業」

において、小学校１０校、中学校６校に、授業で必要な顕微鏡等の理科備品を配置しま

した。 

 今後も、教員の理数教育に係る指導力のより一層の向上を図り、質の高い理数教育の

推進に努めてまいります。 

⑱市立高等学校「特色ある学校づくり」計画の推進 

<取組> 

市立高等学校「特色ある学校づくり」計画において各校の方向性を次のように定め、

継続して取り組みました。 

 ・浦和高等学校：中高一貫教育校としての教育課程の編成を工夫するなど、更なる教

育活動の充実 

 ・浦和南高等学校：平成２５年度から進学重視型単位制に移行、及び高校生と地域住

民が共にスポーツに関わることのできる環境整備の推進 

 ・大宮北高等学校：平成２６年度に理数科を開設、科学技術分野で日本をリードする

人材の育成 

 ・大宮西高等学校：グローバル化先進校として、外国語教育や国際交流事業の推進 



39

 また、「進学指導重点プロジェクト」として、「難関大チャレンジセミナー」及び「合

同授業研究会」を行いました。「難関大チャレンジセミナー」では、市立高等学校４校

の１，２年生の希望者を対象に、大学入試の過去問題演習や、市立高等学校ＯＢによる

進学ガイダンスを実施するなど、進路意識の向上に繋がる取組を行いました。また、「合

同授業研究会」では、研究テーマを「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニ

ング）の視点からの指導方法の改善」と設定し、浦和高等学校及び大宮西高等学校で授

業研究と研究協議を実施しました。 

<成果・課題> 

進学指導重点プロジェクト等により、４校の生徒の進路希望実現に向けた教育活動の

充実に努めました。 

 具体的な各学校での成果としては、浦和高等学校は、中高一貫教育校としての計画

的・継続的な教育活動等により、東京大学を含む国公立大学に１０４名が合格するなど、

優れた進学実績を上げました。 

 浦和南高等学校は、高校生だけでなく、地域住民もスポーツに関わることができるた

めの環境整備の一環として、校庭を人工芝へ改修しました。「進学重視型単位制高校」

と併せて「地域連携型高校」としての充実が図られました。 

 大宮北高等学校は、平成２８年度にスーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）の認

定を受け、全校を挙げて理数教育の充実に努めることで、科学技術分野で日本をリード

する人材の育成を図りました。 

 大宮西高等学校では、中等教育学校への改編を視野に入れ、海外交流事業を拡充し、

夏季休業中に短期留学として、オーストラリア及びニュージーランドへ４７名の生徒を

派遣しました。 

 「難関大チャレンジセミナー」では、「受験問題に対する理解が深まった」、「普段、

自らは取り組まない問題に取り組めたので新鮮だった」、「卒業生の話が有益になるもの

ばかりだった」などの声が寄せられました。生徒にとって、進路、大学受験について考

える良い機会となりました。 

 こうした取組により、「市立高等学校『特色ある学校づくり』計画に係る教育満足度
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調査」（各校各学年２クラスの生徒と保護者対象）における学校生活全般に関する設問

で、「とても満足している」「まあ満足している」と回答した割合が、生徒については 

８８．８％（前年度９１．１％）、保護者については８９．０％（同８７．９％）と、

高い満足度を得ることができました。 

 今後も、市立高等学校「特色ある学校づくり」計画を一層推進し、高い志をもち世界

で活躍する人材を育成するよう努めてまいります。 

 ⑲主権者教育の充実 

<取組> 

小学校では、南浦和小学校、指扇北小学校、神田小学校、栄小学校、宮前小学校の５

校で、選挙管理委員会と連携した「選挙啓発出前講座」を開催し、模擬投票を実施しま

した。 

 中学校では、第３学年の社会科（公民的分野）で約７０％の学校が架空の立候補者を

対象とした模擬投票など体験的な学習を実施したほか、平成２８年度より「さいたま市

主権者教育研究開発モデル校」を各区の中学校より１校、計１０校を設置し、３年計画

で研究発表をすることとしました。平成２８年度は、尾間木中学校、桜木中学校、指扇

中学校の３校で実施しました。 

 高等学校では、体験活動の一環として、平成２８年７月１０日執行の第２４回参議院

議員通常選挙のうち、比例代表選出議員選挙を題材とした模擬選挙と事前及び事後アン

ケートを実施し、生徒の政治や選挙に対する意識の変容や考えを自由記述で求めました。 

 一方、教職員を対象とした研修会として、小・中・特別支援学校では、社会科担当の

教員を対象に、大学教授による主権者教育に係る講義や選挙管理委員会による情報提供

などを盛り込んだ研修会を開催し、主権者教育に対する教員の啓発を図りました。また、

高等学校では、選挙管理委員会と連携を図りながら、有権者が在籍する状況を踏まえ、

公職選挙法、地方公務員法及び教育公務員特例法を遵守した政治的中立性について、全

教職員を対象に研修会を実施しました。 
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<成果・課題> 

中学校における「さいたま市主権者教育研究開発モデル校」による研究発表では、模

擬投票を含む体験的な活動を位置付けたり、選挙管理委員会等との積極的な連携を図っ

たりした授業研究、政策の立案、討論など話合い活動を重視した授業が行われ、主権者

教育を推進する上で有意義な提案をすることができました。合計９５名の参加者があり、

事後のアンケートでも、８７％の教員から参考になったという回答を得ることができま

した。 

 高等学校での模擬選挙では、「選挙権を得たら、実際に投票しようと思いますか」と

いう問いに対して、模擬選挙実施前は５８．６％だったものが、実施後には６８．５％

と約１０ポイント上昇したほか、生徒から「模擬選挙に取り組むに従って、政治や選挙

への関心が高まった」「自分の１票で国の方向性が決まること、変わってしまうことに

責任を感じた」「私たち一人ひとりが社会を作っているのだと感じた」などの意見が見

られました。 

 また、小・中・高等・特別支援学校の教職員に対する研修を実施したことで、主権者

教育に対する周知をすることができました。 

 今後は、政治的中立性に配慮しながら、児童生徒の発達段階や実態に応じ、さいたま

地方検察庁やさいたま市消費生活総合センターなどの関係機関との連携を深め、体験的

な活動を取り入れた教育や政治的な内容だけでなく、体験的な活動を取り入れた教育、

消費者教育、法教育等、幅広い内容の教育を展開します。それにより、多面的・多角的

に主権者としての資質や能力をはぐくむ主権者教育の研究を進めてまいります。 

（３）教育委員会の自己評価                           

教育施策の戦略的展開として掲げた事業では、国に先駆けて、全ての市立小・中学

校でグローバル・スタディを実施したことにより、グローバル社会で主体的に行

動し、たくましく豊かに生きる児童生徒の育成を目標にした先進的な英語教育を

推進することができました。また、選挙権年齢の満１８歳以上への引下げに伴い、

選挙管理委員会と連携・協力しながら、高等学校での模擬選挙や小・中・高等・
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特別支援学校の教職員に対する研修を実施したことにより、主権者教育の充実を

図ることができました。さらに、本市初となる中等教育学校の開設に向けた準備

を着実に進めることができました。 

このほか、「さいたま市理数教育推進プログラム」に基づく算数・数学、理科の授業

改善や、中核的理科教員（コア・サイエンス・ティーチャー）の養成等、教員の指導力

向上を通して理数教育の充実を図ることができました。また、大宮北高等学校が国のス

ーパーサイエンスハイスクールの認定を受けるなど、市立高等学校「特色ある学校づく

り」計画に基づき、各校の特色化を推進することができました。 

 今後も、グローバル社会で活躍できる人材や科学技術分野において日本をリードする

人材の育成に努め、国際教育・交流事業や理数教育のより一層の充実・強化を図ってま

いります。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見                     

・ 特に小学校低学年のグローバル・スタディの授業時数は限られるため、休み時間や

給食の時間などを含め、英語を使う時間や機会を少しでも増やすよう、指導の工夫改

善が必要ではないか。 

・ 英語教育の在り方や導入時期については、様々な検証を試みる一方で、絶えずこれ

で良いのかという問題意識を持っていなければならないと思う。子どもたちが日本語

をきちんと話せること、そして、日本語で相手と上手くコミュニケーションが取れる

ことも大切である。 

・ 小学１年生のグローバル・スタディの授業では、短歌を作るときのように、子ども

たちに何か題材を与え、その題材に関連した単語を当てはめてみるような教え方をし

てみてはどうか。 

・ 国際教育・交流事業は、日本の伝統や文化に対する理解を深め、様々な国の人々と

理解し合い協働できる姿勢を育む上で大変重要な事業であり、長期的な国際親善に繋

がるものと思われる。今後も、この事業を推進してほしい。 

・ 理科教育設備等備品整備事業については、大変期待している。顕微鏡など、理科教
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育に必要な備品整備をさらに進め、子どもたちが観察・実験を行う機会の充実を図る

とともに、質の高い理科教育の推進に努めてほしい。 

・ 難関大チャレンジセミナーは、同じ志を持った市立高等学校の生徒同士が交流を深

める良い機会になっているのではないか。大学入試の過去問題演習については、中学

生の保護者からも好意的な意見が多く寄せられており、大変良い取組である。 

・ 市立高等学校４校でも、埼玉県教育委員会主催の「高校生のためのアスペン古典セ

ミナー」のような、学校を超えて生徒同士の連携や交流が深められる事業を実施でき

ないか、是非検討してほしい。 

・ 子どもたちに民主主義の本質をきちんと理解してもらうという意味でも、主権者教

育は大変重要である。是非力を注いでほしい。 

・ 模擬選挙の実施を通して、「選挙権を得たら、実際に投票しようと思う」生徒の割

合が１００％近くまで上がらないと、実際の選挙における投票率の向上は見込めない

と思う。自分が選挙に行って、一票を投じることで結果が変わる可能性があるという

意識を生徒に持たせることが大切である。 
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３ 家庭、地域等との連携による教育の推進

（１）施策の概要                                

教育施策の戦略的展開として、全ての市立小・中学校での自校方式による給食

提供を活かし、地域の方々の学校給食に対する理解をさらに深めていただくため、

地域の方々を招いた学校給食の充実を図りました。 

このほか、さいたまチャレンジスクールの取組を一層推進するとともに、中学

生職場体験事業「未来（みら）くるワーク体験」や、文化芸術やスポーツなどの

分野においてトップレベルの実績があり、本市ゆかりの方などを講師として派遣

する「夢工房 未来（みら）くる先生ふれ愛推進事業」を実施しました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題                        

⑳子どもの生活習慣向上のためのキャンペーンの推進 

<取組> 

 子どもの生活習慣の向上を図るため、学校・家庭・地域・行政が連携・協力し、「ゲ

ーム・テレビ・ネット等の時間を決めましょう」「早寝・早起き・朝ごはんを大切にし

ましょう」「家庭学習（宿題など）の時間をつくりましょう」の３つを重点とする、「す

くすく のびのび 子どもの生活習慣向上」キャンペーンを推進しました。 

 また、テレビゲームやスマートフォン等を使用する時間や、就寝時刻、起床時刻等、

各家庭で子どもの生活ルールを作ってもらえるよう、新たに保護者向けリーフレットを

作成し、学校、保護者、さいたま市ＰＴＡ協議会に配布するとともに、市ＷＥＢサイト

を通して啓発活動に努めました。 

<成果・課題> 

 「全国学力・学習状況調査」における「生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査」

等の結果によると、「朝食を毎日食べている」と回答した児童生徒の割合は８４％を超

え、また、「普段（月～金曜日）、１日当たり２時間以上、テレビゲームをする」と回答

した児童生徒の割合は、昨年同様３０％を下回る結果が得られました。いずれの回答の

割合も全国や大都市の結果と比べ、引き続き好ましい結果であり、取組の成果をあげま



45

した。 

 今後も、キャンペーンをより一層推進し、学校・家庭・地域・行政が連携・協力して、

早寝・早起きや朝食の摂取等の生活習慣の向上に努めてまいります。 

  自校方式による学校給食を活用したきめ細かな食育の推進

<取組> 

児童生徒の食への興味・関心を高めることを目的に、「２０１６ツール・ド・フラン

スさいたまクリテリウム」の開催に合わせた「フランスの食文化を感じる給食」や、地

元シェフがメニューを考案し、普段とは一味違う給食を提供する「地元シェフによる学

校給食」を実施しました。併せて、地場産物活用強化ウィークを設定したり、市内の生

産者と学校栄養士との情報交換会を実施したりして、学校給食における地場産物の活用

や米飯給食の推進に取り組みました。 

 また、児童生徒の食に関わる人々への感謝の気持ちを高めることを目的に、農作物の

収穫等を行う「学校教育ファーム」、「ふれあい・夢ファーム」を市立小・中学校におい

て実施するとともに、「さいたま市学校給食週間記念行事」を実施し、教職員、保護者

を対象とした講演会を開催しました。加えて、保護者・地域の方の学校給食に対する理

解を深めることは、食育推進の大切な要素のひとつであることから、学校評議員や学習

ボランティア等の地域の方々に給食を提供する機会を設けるよう学校栄養士の研修会

等で促しました。 

 さらに、安全・安心な学校給食を実施するため、学校栄養士、調理担当者、管理職等

を対象にした衛生管理に関する研修会や、医師や保護者、教職員からなる「学校給食に

おける食物アレルギー対応連絡協議会」を開催するとともに、食材の放射性物質検査を、

１日２品目、週４日実施し、結果を市ＷＥＢサイトに公表しました。 

<成果・課題> 

「フランスの食文化を感じる給食」を、全ての市立小・中・特別支援学校１６２校で

実施しました。また、「地元シェフによる学校給食」は２０校で実施し、８年間の実施

校数は累計で１２６校となりました。 
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 県内地場産物の活用率については２９．１％（前年度２８．０％）となり、活用が一

層図られました。 

 平成２５年度から農家やＮＰＯ法人の方々の協力を得ながら実施している、「ふれあ

い・夢ファーム」については、小学校６校、中学校７校が実施し、４年間の実施校数は

累計で３１校となりました。「学校教育ファーム」は、全ての市立小・中・特別支援学

校で実施しました。 

 「さいたま市学校給食週間記念行事」の講演会には、教職員、保護者等４１９名（前

年度５２５名）が参加しました。また、保護者対象の試食会に加え、学校評議員など地

域の方を招いた学校給食も実施しました。 

 「学校給食における食物アレルギー対応連絡協議会」では、「学校給食における食物

アレルギー対応のフロー図」等について御意見をいただくなど、各学校での食物アレル

ギー対応の充実を図りました。 

 今後も、全ての市立小・中学校に学校栄養士を配置している恵まれた教育環境を生か

し、学校給食を生きた教材として活用し、地場産物の活用拡大に努めながら、食育の推

進を図ってまいります。 

スクールサポートネットワーク（ＳＳＮ※）の充実  

<取組> 

 市立小・中・特別支援学校が、教育活動の一層の充実を図るため、家庭・地域・行政

との連携・協力のもと、地域ぐるみで子どもを育てる体制の充実を図りました。 

 また、ＳＳＮ協議会を中心とした各学校の特色ある取組を掲載した広報紙「ＳＳＮ情

報館」を７・９・１２・３月に作成・発行し、ＳＳＮ関係者や地域の方々、保護者等に

配布するとともに、市ＷＥＢサイトに掲載することにより、情報の共有化を図りました。 

 また、全ての市立小・中・特別支援学校に学校と地域諸団体との連絡・調整を担う学

校地域連携コーディネーターを引き続き配置し、研修会において各学校におけるＳＳＮ

の実践事例発表や協議を通して、成果や課題等の共有化を図りました。 
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<成果・課題> 

学校からは、「多くの地域の方々の御協力で、子どもたちが様々な体験活動を行うこ

とができ、子どもたちの学習が深まった」「ＳＳＮ協議会を開催したことで、地域の方々

と情報交換を行う機会が増えたことにより、『地域の子は地域で育てる』『地域が地域の

学校を支える』という機運が一層高まり、協議の場で活発に意見交換ができた」等の報

告を受けており、学校の教育活動の一層の充実を図るとともに、地域ぐるみで子どもを

育てる体制の充実が図られました。また、学校を支援していただいたボランティアの人

数は、９３１名増加（前年度比３．０％増）し、３１，４９７名になりました。 

 今後も、各学校の特色あるＳＳＮ実践事例を広報紙「ＳＳＮ情報館」で紹介するなど、

成果や課題も含めて共有化を図り、各学校のＳＳＮを活用した教育支援の充実を図って

まいります。 

 ※ＳＳＮ＝School Support Network の略 

さいたまチャレンジスクールの推進  

<取組> 

子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかにはぐくまれるよう、地域の方々に御

協力いただき、チャレンジスクールを全ての市立小・中学校１６０校で実施しました。 

 チャレンジスクールのボランティアスタッフ対象の研修会において、外部講師を招へ

いし、レクリエーションや工作、応急手当講習等の研修会を４回実施し、各チャレンジ

スクールの活動に役立つ内容となるよう努めました。 

 また、チャレンジスクールのボランティアスタッフによる実践事例の発表会を開催す

るとともに、各チャレンジスクールの活動を集約した活動事例集を作成し、各チャレン

ジスクールに配布することにより、各チャレンジスクールの取組について情報の共有化

を図りました。 

 さらに、市内及び近隣の大学１０校を訪問し、学生を対象にチャレンジスクールへの

参加を呼び掛けるとともに、「ボランティアシティさいたまＷＥＢ」の活用を周知する

ことで、ボランティアスタッフの確保に努めました。 
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<成果・課題> 

チャレンジスクールに参加した子どもたちの延べ人数は、８，９６０名増加し、 

１９１，４０４名（前年度比４．９％増）になりました。また、御協力いただいたボラ

ンティアスタッフの延べ人数は、３，８７３名増加し、５２，８８２名（同７．９％増）

になりました。 

 参加した子どもたちからは、「年上の友達が増えたり、スタッフの人達と知り合いに

なれたりして、いろんなことを教えてもらいました」「分からない問題があってもスタ

ッフの人に気軽に質問できて、丁寧に教えてくれるので、良く理解できました」、また、

保護者からは、「ボランティアスタッフの皆さんは子どもへの愛情がとても深く、尊敬

するとともに感謝です」「地域の皆様や年配の方々と交流できて、子どもにとってはと

ても有意義な活動です」等、地域の方々との交流や学習面等について好意的な感想が寄

せられました。 

 また、チャレンジスクール事業が、世界の子どもたちの幸せのために活動する国際奉

仕団体である埼玉キワニスクラブから社会公益賞の表彰を受けたり、中島小学校と大久

保中学校の各チャレンジスクールの活動が「平成２８年度『地域学校協働活動』推進に

かかる文部科学大臣表彰」を受けたりするなど、チャレンジスクールの活動について評

価されました。 

 今後も、活動内容の一層の充実を図るとともに、ボランティアスタッフの確保に努め

てまいります。 
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夢工房 未来（みら）くる先生 ふれ愛推進事業の充実  

<取組> 

全ての市立幼稚園・小・中・特別支援学校に、教育委員会が作成したリストの掲載者

や校長からの推薦による講師、文化庁主催による「文化芸術による子供の育成事業（巡

回公演事業、芸術家の派遣事業）」等による講師を「未来（みら）くる先生」として派

遣することができました。 

 本事業は、幼稚園１回・小学校１１３回・中学校５７回・特別支援学校２回の計 

１７３回（１６３校園）実施しました。 

<成果・課題> 

実施した学校からは、「子どもたちが講師の実演や講話等に感動し、夢をもち、あき

らめずに努力することの大切さを感じることができた」、また、「子どもたちが講師の職

業の魅力を実感することで、自分が将来就きたい職業を意識することができた」との報

告がなされました。 

 今後も、子どもたちの好奇心や感動する心をはぐくむとともに、本市への愛着や望ま

しい勤労観・職業観を育成するために、全ての市立幼稚園・小・中・特別支援学校にお

いて、事業を確実に実施するとともに、内容の充実に努めてまいります。 

「心を潤す４つの言葉」推進運動の充実  

<取組> 

コミュニケーションの基盤である、「おはようございます」「はい」「ありがとうござ

います」「ごめんなさい」の「心を潤す４つの言葉」のポスターを市立学校に 

４，１４５部、教育委員会各課所等に１２６部、図書館に６９部、市立幼児教育センタ

ー附属幼稚園に５部、区役所に５０部、公民館に１８０部配布しました。併せて、校長

会において「心を潤す４つの言葉」推進週間実施要項を示し、小・中学校への生徒指導

に係る学校訪問の際に、取組状況を確認しました。また、１１月に「心を潤す４つの言

葉」推進週間を実施しました。 



50

<成果・課題> 

各学校では、ポスターの掲示はもちろん、児童生徒及び教職員、保護者も参加しての

あいさつ運動や校長によるあいさつについての講話を実施し、道徳の授業等においては、

４つの言葉の大切さを考え、「心を潤す４つの言葉」推進運動に取り組みました。取組

を通して、子どもたちが様々な場面であいさつを自然に交わし、名前を呼ばれると元気

に返事をする姿が定着してきました。また、平成２８年度に実施した、さいたま市学習

状況調査「生活習慣等に関する調査」において、「４つの言葉について普段発している

か」という質問に対し、「している」または、「どちらかといえば、している」と回答し

た児童生徒の割合は、４つのいずれの言葉も小・中学校において、９０％を超えるとい

う好ましい結果が得られました。特に、「親切にしてもらったときに、『ありがとう』と

お礼を言っていますか」という質問に対して、「している」または、「どちらかといえば、

している」と回答した児童生徒の割合は、９８％となりました。 

 今後も、児童生徒が常に意識を高くもち、「心を潤す４つの言葉」を積極的に交わせ

るよう、教職員や児童生徒、保護者、地域に継続して呼び掛け、子どもたちのコミュニ

ケーション能力の向上に努めてまいります。 

中学生職場体験事業「未来（みら）くるワーク体験」の推進 

<取組> 

中学生に望ましい勤労観、職業観をはぐくみ、学ぶことの意義を考えさせる機会とす

るため、中学生職場体験事業「未来（みら）くるワーク体験」を推進しました。 

 地域の受入れ事業所延べ３，１０６か所（前年度比７２か所減）の協力を得て、実施

学年を第１学年から第２学年に変更するため実施しなかった１校を除く中学校５６校

（前年度比１校減）と特別支援学校２校の合計１０，１２７名（前年度比２７４名減）

の生徒が職場体験事業に参加しました。事前・事後指導については、担当者連絡協議会

において、各学校での取組を情報交換するなど、効果的な指導の在り方について協議し

ました。 

 地域の受入れ事業所の拡充については、関連団体等への広報活動の充実に努めました。 
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 新たに、本事業が参加生徒に与える効果について、生徒の変容に関する調査を、１０

校１，８５５人を対象に実施しました。 

<成果・課題> 

実施校からは、「生徒が体験を通して働くことに対する意識の向上や将来への憧れを

抱く姿がうかがえた」「場に応じた言葉遣いや態度について気付き、普段の生活に活か

そうと意識する生徒が増えた」等、体験学習による成果が報告されました。また、教育

委員会の募集に対し、新たに２０事業所から応募をいただき、学校に情報提供を行うこ

とができました。 

また、本事業による生徒の変容に関する調査結果から、本事業を通して、生徒が「仕

事の楽しさや仕事の大変さ」、「仕事は人の役に立つこと」、「仕事で協力することの大切

さ」等、望ましい職業観、勤労観をはぐくむことができていることを、客観的な数値と

して表すことができました。 

今後も、生徒にとってより有意義な活動となるよう、各学校での事前・事後指導をさ

らに充実させるとともに、地域の受入れ事業所の拡充に努めてまいります。 

学校支援チームの活用 

<取組> 

 緊急対応を必要とする事案、法律上の判断を必要とする事案、警察や医療機関との連

携を必要とする事案などに対し、学校支援チームのメンバーである弁護士、精神科医、

警察ＯＢ、臨床心理士の外部専門家が、学校からの相談に指導・助言するとともに、必

要に応じ、学校を訪問して直接対応するなどの支援を行いました。 

<成果・課題> 

市立学校から、合計２１件の事案について延べ５８回の相談等があり、全ての事案で、

問題解決、又は解決に向けての方策が示されるなど、大きな成果をあげることができま

した。 

 今後も、多様な要望や、緊急を要するいじめ問題、体罰等に対し、早期対応、早期解

決が図られるよう、学校支援チームの外部専門家が迅速に相談を行ったり、直接対応を
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したりするなど、一層の支援に努めてまいります。 

（３）教育委員会の自己評価                           

教育施策の戦略的展開として掲げた事業では、全ての市立小・中学校での自校

方式による給食提供を活かし、保護者対象の試食会に加え、学校評議員など地域

の方々を招いた学校給食を実施することができました。 

このほか、スクールサポートネットワークによる学校支援活動の充実に努め、

「さいたまチャレンジスクール」を通じて、子どもたちが地域社会の中ではぐく

まれる環境づくりを進めたことにより、学校・家庭・地域・行政が連携・協力して、

地域ぐるみで子どもを育てる体制の充実が図られました。また、「地元シェフによる学

校給食」や「学校教育ファーム」等の実施により、学校における食育の推進と地場産物

の活用拡大を図ることができました。 

 今後も、スクールサポートネットワークの充実を図るとともに、「さいたまチャレン

ジスクール」の取組を一層推進してまいります。また、中学生職場体験事業「未来（み

ら）くるワーク体験」を通して、児童生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必

要な基盤となる能力や態度を育てるキャリア教育を推進し、本市の目指す子ども像であ

る「ゆめをもち、未来を切り拓く、さいたま市の子ども」の実現に向けて、事業の充実

に努めてまいります。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見                     

・ 学校からの呼び掛けにより地域の方々の意識が高まり、子どもの生活習慣は徐々に

向上しているのではないか。早寝・早起きや朝食の摂取等、基本的な生活習慣のより

一層の向上を図るため、今後も、学校と家庭・地域が一体となって事業の推進に取り

組んでほしい。 

・ ゲーム・テレビ・ネット等の時間のルールづくりに関しては、各家庭にかなり浸透

してきた印象がある。 

・ 学校給食に関して様々な角度から事業が展開されており、大変良い取組だと思う。 
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・ ＳＳＮの関係者は、複数のボランティア組織や地域諸団体等に所属している方々が

多いので、その機能がより効果的に発揮されるよう、組織体制の見直しを検討してほ

しい。 

・ ＳＳＮは、組織内の連絡系統を整理した上で、各学校の様々なボランティア組織を

統括する役割を担う人を配置する体制づくりを進めると、より効率的な活動ができる

のではないか。 

・ チャレンジスクールについては、今後も各学校での取組を着実に推進してほしい。 

・ 「心を潤す４つの言葉」推進運動については、「不易流行」の「不易」に当たる取

組として、これからも是非続けてほしい。 

・ 未来（みら）くるワーク体験において、例えば、金融機関の業務など、生徒が様々

な分野の仕事を体験できるよう、保護者や関係者の協力を得ながら、受入れ事業所の

更なる拡充に努めてほしい。 

・ 未来（みら）くるワーク体験を実施する前に、将来の夢を持ち、その実現に向け、

あきらめずに挑戦することの大切さを生徒に伝えるなど、事前指導の充実を図ること

で、生徒にとってより有意義な職場体験活動となるのではないか。 

・ 学校における相談件数が、前年度と比較して減少しているのは良い傾向である。 
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４ 安全・安心で豊かな教育環境づくり

（１）施策の概要                                

「さいたま市学校施設リフレッシュ基本計画」に基づき、学校施設の老朽化対

策やバリアフリー化等を総合的かつ計画的に進めました。また、「体育活動時等

における事故対応テキスト～ＡＳＵＫＡモデル～」等を活用し、各学校における

危機管理体制を一層強化するとともに、「防災教育カリキュラム」に基づく授業

や、「スケアード・ストレイト教育技法を用いた交通安全教室」等により、学校

における安全教育を一層推進しました。また、児童生徒の安全・安心を確保する

ため、学校安全ネットワークの更なる推進に努めました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題                        

学校における安全教育の推進  

<取組> 

本市が独自に策定した防災教育カリキュラム「学校における防災教育」に則り、各学

校が教育課程に位置付けた防災教育を行いました。市立小・中・高等学校の新入学児童

生徒全員に、災害発生時に小学生が自分の身を守るための行動や中・高校生が避難所で

できる行動例などについて記載した「災害時安心つながるカード」を配布し、「災害時

に『自助』・『共助』が主体的にできるさいたま市の子ども」の育成に取り組みました。 

 さらに、全ての市立学校において「危機管理対応マニュアル」を作成するとともに、

緊急地震速報の音源を活用した避難訓練や、「体育活動時等における事故対応テキスト

～ＡＳＵＫＡモデル～」とその解説・ＤＶＤを活用した傷病者発生時対応訓練を実施し

ました。「児童生徒の健康・安全に関する検討会議」では、「危機管理対応マニュアル作

成指針」の見直しを行いました。  

また、全ての市立小・中・特別支援学校にアドレナリン自己注射薬（エピペン ）練

習用トレーナーを貸出し、学校給食における食物アレルギー対応の充実を図りました。

交通安全教育については、「子ども自転車運転免許制度」を全ての市立小学校で実施す

るとともに、市立中学校１８校において「スケアード・ストレイト教育技法を用いた交



55

通安全教室」を実施しました。  

<成果・課題> 

全ての市立学校で災害を想定した避難訓練を実施し、また、全ての市立小学校で保護

者等への引渡し訓練を実施しました。各学校における防災教育の実施により、災害時に

おける児童生徒の「自助」「共助」の態度を育成することができました。 

 ＡＳＵＫＡモデルを活用した傷病者発生時対応訓練や、エピペン を使用した校内研

修等を実施したことにより、各学校の危機管理体制を一層強化することができました。 

 さらに、「危機管理対応マニュアル作成指針」について、「児童生徒の健康・安全に関

する検討会議」で見直しを図り、改訂版を作成しました。 

 交通安全教育については、「子ども自転車運転免許制度」を全ての市立小学校で実施

したことや、「スケアード・ストレイト教育技法を用いた交通安全教室」を平成２６年

度からの３年間で全ての市立中・高等学校６１校で実施したことにより、平成２５年度

には１２１件であった市立小・中・高等学校児童生徒の自転車事故が、平成２８年度に

は５５件に減少しました。 

 今後は、緊急地震速報を活用した避難訓練を、予告なしで行う等、訓練方法を工夫し、

更なる防災教育の推進に努めてまいります。 

  学校安全ネットワークの推進

<取組> 

児童生徒の安全・安心を確保するため、ＰＴＡや地域関係団体、防犯ボランティア、

子どもひなん所１１０番の家、警察等関係機関と連携を図りながら、ボランティアの

方々を対象とした研修会を開催したり、不審者情報等については学校安心メールを活用

して情報提供したりして、「学校安全ネットワーク」の強化に取り組みました。 

 また、勤務中に不審者等を目撃した時に警察及び教育委員会へ連絡いただき、万が一

の時には子どもを保護していただく「子ども安全協定」を、新たに５事業者（６１台の

車両）と締結しました。 
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<成果・課題>

児童生徒の見守り活動へは、約２３，１１０名（前年度約２３，０３０名）の方々に

参加していただくとともに、防犯ボランティアを対象とした研修会には、約４００名（同

約４３０名）の方々に受講していただきました。また、各学校に不審者情報２３６件（同

２３８件）を配信しました。さらに、「子ども安全協定」については、累計７３事業者、

約２０,７００台の車両に拡充するなど、児童生徒の安全確保に努めました。 

 今後も、学校安心メール等を有効活用して、不審者情報を遅滞なく適切に配信し、注

意喚起を行うなど、家庭や地域と連携した「学校安全ネットワーク」体制の充実を図っ

てまいります。 

  インターナショナルセーフスクール（ＩＳＳ※）の認証取得  

<取組> 

 ＩＳＳ認証取得モデル校の慈恩寺小学校が、ＩＳＳ認証センターの活動支援を受けな

がら、平成２７年５月から約１８か月間、学校の安全性の向上に向けた取組を実施し、

ＩＳＳ認証審査員から、平成２８年７月１３日に事前指導、平成２８年１２月９日に現

地審査を受けました。  

 また、ＩＳＳの認証取得に向け、近隣の先進自治体を視察しました。  

 さらに、慈恩寺小学校の取組を「ＩＳＳ通信」として発信するとともに、教職員の研
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修会等で報告することにより、全ての市立学校の安全を高めるよう努めました。 

<成果・課題>

平成２９年１月２０日の認証式において、慈恩寺小学校がＩＳＳの認証を取得しまし

た。また、近隣の先進自治体を視察することにより、ＩＳＳの認証取得に向けた業務の

効率化を図ることができました。  

 今後は、ＩＳＳの認証取得を受けた慈恩寺小学校の実践と成果を広めることで、市立

各学校の安全性をより一層高めてまいります。 

 ※ＩＳＳ＝International Safe School の略 

  通学路の安全対策の推進

<取組> 

全ての市立小・中学校において学校、保護者、ＰＴＡ等と連携して通学路の安全点検

を実施し、改善が必要な箇所は教育委員会が確認のうえ、道路管理者、警察等の関係機

関において路面標示やカーブミラーの設置を行うなど、安全対策を順次実施しました。 

 また、対応が困難な箇所等については、学校、教育委員会、道路管理者、警察等の関

係機関による合同点検を実施しました。 

<成果・課題>

 全ての市立小・中学校において通学路の安全点検を実施し、対策が必要な箇所を把握

することにより、道路管理者等による安全対策の実施や、児童生徒の交通安全指導等に

つなげることができました。 

 また、平成２８年度は合同点検の実施を受け、路面標示や注意喚起の看板の設置をす

るなど、交通安全対策を実施し、児童生徒がより安全に登下校ができるようになりまし

た。 

今後も、全ての市立小・中学校において通学路の安全点検を実施し、道路管理者や警

察等、関係機関と連携して、児童生徒が安心・安全に登下校ができるよう、努めてまい

ります。 
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  学校施設改修等事業の推進

<取組> 

「学校施設リフレッシュ基本計画」に基づき、躯体の健全性調査等を実施しました。

また、校舎屋上改修等の大規模改修のほか、トイレの大規模改修及びトイレ洋式化修繕

を実施しました。 

<成果・課題> 

「学校施設リフレッシュ基本計画」に基づき、小学校９校、中学校８校、高等学校１

校において躯体の健全性調査等を実施しました。 

 校舎屋上改修等の大規模改修のほか、トイレの大規模改修及びトイレ洋式化修繕を実

施できました。また、小学校９校、中学校７校のトイレ改修工事、小学校６校のトイレ

洋式化修繕を実施し、小・中学校のトイレの便器洋式化率が５０％を超えました。 

 今後も、「学校施設リフレッシュ基本計画」を推進し、計画的に大規模改修・改築を

行うとともに、トイレ洋式化については、平成２９年度末の便器洋式化率５５％（※）

を計画目標として推進してまいります。 

※さいたま市総合振興計画後期基本計画実施計画の目標数値 
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  ネットトラブル等防止のためのメディアリテラシー教育の推進

<取組> 

さいたま市情報モラル学習サイト「スマホナビゲーター」（通称「ス学（マナ）ビ」）

について、平成２８年６月に内容を拡充し、各種専門機関、相談窓口へのリンク集を作

成し、児童生徒、保護者等がすぐに電話でも相談できるようにしました。 

 また、情報モラル教育推進のため、各学校が道徳や技術・家庭（技術分野）の授業の

中で、スマナビと関連付けて活用できるよう、学習指導案や解説書などをまとめた「情

報モラル指導パッケージ」の内容の拡充を図り、新たに小学校中学年用の教材を作成、

公開しました。 

 さらに、「携帯・インターネット安全教室」については、全ての市立小・中・特別支

援学校において実施するとともに、「学校非公式サイト等監視業務」については、不適

切な書き込みの連絡が入り次第、迅速に対応し、発見、連絡、各校での指導、指導結果

の確認まで、確実に実施いたしました。 

<成果・課題>

 スマナビについては、サイトを掲載している教育研究所ＷＥＢページの月平均のアク

セス回数が５０，４７７回（前年度４４，８４７回）へと大幅に増加しました。今後は、

より楽しく分かりやすく学べるコンテンツの内容を充実してまいります。また、「情報

モラル指導パッケージ」については、４月に校務用コンピュータにて新たに公開した小

学校中学年用の教材の周知を図り、活用を促進してまいります。 

 「携帯・インターネット安全教室」については、４６，９８２名（同４８，２７３名）

の児童生徒・保護者が参加しました。児童生徒へのアンケートでは、９８．２％（増減

なし）が「内容が理解できた」と回答し、情報モラルの意識を高めることができました。

今後は、アンケート結果を基に個別対応を行うなど、指導の充実を図るとともに、市立

高等学校において学校毎に実施されていた「携帯・インターネット安全教室」を、教育

委員会と市立高等学校が連携して実施することなどにより、情報モラル教育の一層の充

実を推進してまいります。 

 「学校非公式サイト等監視業務」については、８５件の個人が特定できる不適切な書
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き込みについて、当該校へ指導を行い、７７件、９０．６％の書き込みを削除すること

ができました。今後も、書き込みの削除率向上のため、引き続き確実な情報提供と継続

監視の徹底を図ってまいります。 

（３）教育委員会の自己評価                           

地域の事業者の協力をいただき、子どもの見守りを行う「子ども安全協定」の

拡充等を行ったことにより、「学校安全ネットワーク」体制の充実を図ることが

できました。また、慈恩寺小学校において、ＷＨＯの推進するインターナショナ

ルセーフスクールの認証を、指定都市の市立学校としては初めて取得するなど、

学校における安全教育を一層推進することができました。さらに、「さいたま市

学校施設リフレッシュ基本計画」に基づき、老朽化が進行する学校施設の改修や

建替えに向けた状況調査を計画的に行い、トイレの洋式化を進めた結果、小・中

学校のトイレの便器洋式化率が５０％を超え、成果を挙げることができました。 

 今後も、学校における安全教育をより一層推進するとともに、ネットトラブル等防止

のためのメディアリテラシー教育や学校安全ネットワークについても取組を進めてま

いります。また、学校施設の老朽化対策やバリアフリー化、トイレ改修等を総合的かつ

計画的に進めてまいります。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見                     

・ 「災害時安心つながるカード」については、今後、活用度の検証が必要である。 

・ 災害時において、中学生や高校生は「助けられる側から助ける側へ」という意識を

身に付けることが大切だと思う。 

・ 先生方の安全及び衛生面を考慮して、人工呼吸用補助具等の整備をお願いしたい。 

・ 慈恩寺小学校におけるＩＳＳの取組を、今後、他校でも活かしてほしい。 

・ 子どもたちが安全に登下校できるように、学区内の道路工事やマンション建設に関

する情報を、工事業者や建設会社が学校に知らせたり、学校から各家庭へ速やかにそ

の情報を伝えたりするような連絡系統が確立できると良いのではないか。 
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・ 毎年実施している通学路の合同点検については、さらに拡充してほしい。 

・ トイレの改修工事は、給食室の近くや小学校低学年の児童が使用する箇所を優先的

に行ってほしい。また、トイレの臭気対策にも力を入れてほしい。 

・ スマナビへのアクセス回数が５万件を超えており、情報モラル教育がかなり家庭に

浸透してきた印象を受ける。 

・ 児童生徒が重篤なネットトラブルに巻き込まれていないことは素晴らしい。今後も、

実際に起きたインターネットトラブルに関する事例を集め、常に最新の情報に更新す

るなど、迅速な対応をお願いしたい。 
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生涯を通じた学びの充実とその成果の活用

（１）施策の概要                                

教育施策の戦略的展開として、わが国を代表する文化財である国指定史跡「真

福寺貝塚」において、新たに判明した保存すべき場所を開発から守り、その価値

を将来にわたって保護するため、指定地の拡大と公有地化を進めました。また、

平成３１年度に移転を計画している大宮図書館について、大宮区役所新庁舎の複

合施設として整備を行うとともに、移転後の管理運営体制を検討するなど、準備

を進めました。 

このほか、さいたま市民大学事業や親の学習事業の充実等、多様な学習機会を

提供するとともに、図書館機能の充実を図り、子どもの読書活動を推進しました。

また、「さいたま市公共施設マネジメント計画・第１次アクションプラン」に基

づき、公民館及び図書館の老朽化対策等を進めることで、安全・安心な学習環境

を整備しました。さらに、博物館・美術館事業の充実や歴史文化資源の保存・継

承・活用にも積極的に取り組みました。 

（２）主な事業の取組と成果・課題                        

  生涯学習施設整備事業等の推進

<取組> 

公民館及び図書館では、「さいたま市公共施設マネジメント計画・第１次アクション

プラン」との整合性を図りながら、「公民館施設リフレッシュ計画」及び「図書館施設

リフレッシュ計画」に基づき、安全・安心な学習環境を整備するため、施設改修を行い

ました。 

<成果・課題>

公民館では、「公民館施設リフレッシュ計画」に基づき、中規模修繕工事を８館、図

書館では、「図書館施設リフレッシュ計画」に基づき、中規模修繕工事を２館で実施し

ました。各館の状況に応じて、建物や電気・機械設備の老朽化対策をはじめ、ＬＥＤ機

器の導入等による省エネルギー化や、みんなのトイレの設置・改修、段差解消等のバリ
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アフリー化を推進しました。 

 今後も、それぞれの計画に基づき、老朽化対策等を進めるとともに、バリアフリー化

を実施し、より安全・安心な学習環境を整備してまいります。 

  生涯学習人材バンク事業の推進

<取組> 

生涯学習に関する専門的な知識や技能、経験等を有している方々の情報を登録してい

る「生涯学習人材バンク」をより多くの市民に活用してもらえるよう、「生涯学習人材

バンク登録者名簿」を作成し、周知に努めました。 

 また、市報により新規登録者の募集を行うとともに、公民館で活動している団体・サ

ークル等の指導者に対し、啓発用のチラシを配布し，登録者の増加を図りました。 

<成果・課題>

平成２８年度末の「生涯学習人材バンク」の登録者は１８２名（前年度１１４名）、

マッチング件数は８２件（前年度４０件）となり、学習成果を活かせる場の充実を図り

ました。 

 今後も、生涯学習に関する専門的な知識、経験等を有する方々に活躍していただくこ

とにより、本市の生涯学習の振興と、地域社会における豊かなつながりの創出を目指し、

更なる「生涯学習人材バンク」の周知、活用に努めてまいります。 

  さいたま市民大学事業の充実

<取組> 

市民のより高度で専門的かつ多様な学習ニーズに継続して応えるため、さいたま市民

大学の講座内容の充実を図りました。 

 本市独自の文化芸術に対する知識と理解を一層深めるために実施している「さいたま

文化コース」では、平成２８年度は、さいたま市の文化の一つである「人形」をテーマ

として、設定しました。 

 また、「地域ボランティア活動コース」では、公民館等で行われている各種託児付き
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講座で活動する「託児ボランティア」になるためのスキルを学ぶ講座や子育てサロン等

で活動するボランティアのスキルアップを図る講座を実施しました。さらに、より多く

の市民に市民大学を知っていただくため、教養コースにてアートディレクターや経済キ

ャスターによる特別講演を２回実施しました。 

<成果・課題>

平成２８年度は全１１コースを実施し、延べ参加者数は３，５９８名（前年度比 

３５１名減）でした。教養コース特別講演では、２回合計１７１名（同４５名増）の参

加がありました。コースにより増減の差が出ているため、企画内容、広報方法について

検証・検討を行います。 

 今後も、本市独自の文化を学ぶ機会を提供できるよう努めるとともに、生涯学習施設

等と連携し、市民の様々なニーズに応えられるよう講座内容の充実を図ってまいります。 

  親の学習事業の充実

<取組> 

生涯学習総合センター及び公民館（計６０館）で、子育て中の方やこれから親になる

方を対象として、「子育て応援パパ・ママおしゃべりプログラム～親の学習プログラム

～」を活用し、親の学習ファシリテーターが進行役となって、親同士がテーマに沿って

話し合いながら、様々な考え方や自らの気づきを通し、親として成長することを支援す

る参加型学習（ワークショップ）の親の学習事業を延べ１９８回（前年度１３８回）実

施するとともに、他の子育て関連事業との組合せによる事業も実施しました。また、講

座の進行役を務める親の学習ファシリテーター対象のフォローアップを２回実施しま

した。さらに、平日だけではなく土日に講座を数多く開催し、男性の参加促進も図りま

した。 

<成果・課題>

親の学習事業の延べ参加者数は１，９８１名（前年度比４９４名増）となりました。

うち男性の参加者数は５８３名（同１６８名増）で、男性参加者の割合は２９．４％（同

１．５ポイント増）となりました。参加者アンケートの結果、プログラムに対して満足
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及びやや満足を合わせると９５％以上と高い支持があり、「話をしたことによる”ほっ”

とした感じがあった」、「他の人はどうしているのかな？とモヤモヤしたところがあった

ので色々な人の意見が聞けてスッキリした」などの感想が多く、概ねねらいどおりの評

価が得られました。 

 今後も、広報を推進するとともに、事業の開催日時、内容等を工夫し、より多くの参

加を促してまいります。 

  人権教育・啓発事業の充実

<取組> 

 教職員の資質向上と児童生徒の人権意識の高揚や人権感覚の育成を図るため、教職員、

児童生徒及び保護者を対象とする取組として、市立小・中学校等において外部の方など

を講師とした校内講演会・研修会を５１回（前年度比３回減）実施しました。また、書

くことを通して児童生徒の人権意識の高揚を図り、人権の意義・内容や重要性について

理解を深め、様々な人権問題を解決しようとする児童生徒を育成することを目的として、

人権標語、人権作文の募集を行いました。全ての市立小学校から、標語が６５，７９１

点（前年度比１０８点増）、作文が５３，８３６点（同６１３点減）の応募がありまし

た。市立中学校からは、標語が２１，４９４点（同４８１点増）、作文が９，４７１点

（同４９９点減）の応募がありました。なお、人権標語最優秀賞作品については、掲示
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用ステッカーにして市立小・中学校等へ配布したり、市ＷＥＢサイトにも掲載しました。

人権教育啓発資料については、「人権教育ニュース」や「人権教育実践事例集」等を作

成し、人権啓発ビデオについては２３９点（同２６点増）を学校へ貸出しました。さら

に、市立小学校３５校（同１校増）で種や球根から花を育てる「人権の花運動」を実施

しました。 

 また、人権が何よりも尊重される差別のない明るい地域社会づくりに努めている一方

で、現在も女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、外国人及び性的マイノリティへ

の差別等、多くの方々が人権侵害に苦しんでいます。このため、市民を対象に全ての地

区公民館で人権・同和問題の理解を深める講座を開催するとともに、地域社会の人権教

育推進の拠点施設である人権教育集会所（２館）では、「ベビーダンス教室」や「健康

体操」等の地域交流を図るための各種講座を２８３回（同４０回増）開催しました。 

<成果・課題>

人権教育主任の研修会を兼ねた人権教育研究指定校研究発表会において、小グループ

形式での研究協議会を実施したり、市立小・中学校等においては、校内講演会・研修会

に演習等の内容を積極的に取り入れたりするなど、参加者がより主体的に取り組むこと

ができるような工夫がなされました。これらの取組を通し、教職員の更なる資質向上が

図られたことにより、各学校では効果的な指導が行われ、児童生徒の人権意識をより一

層高めることができました。例えば、書くことを通し身の回りの様々な人権課題に気づ

き、問題を解決していくことを目的とした人権標語・人権作文では、「今後は、困って

いる友達に声をかけ助けたり、友達が頑張ったことを認めていきたい」など、友達を大

切にする心が表現された作品が多く見られるようになりました。

 公民館と人権教育集会所で開催した講座実施後に作成された公民館講座報告書等で

は、「成果」の項目に「人と人のつながりの大切さについて実感した」や「他の人を思

いやり暮らしていくことの大切さを再確認した」といった内容が見られ、市民の人権意

識の高揚と人権問題への理解を深めることができました。

 今後も、学校現場において人権教育・啓発事業を計画的に繰り返し行うとともに、新

たな人権課題にも取り組み、様々な人権課題に対応した的確な人権教育・啓発事業の推
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進に努めてまいります。

  「さいたま子ども短歌賞」の推進

<取組> 

平成２８年度に実施した「第４回さいたま子ども短歌賞」は、平成２８年７月２０日

から９月８日までの間に、全国の小・中学生１４，５９２名（前年度比３１４名減）か

ら２９，４６２首（前年度比２，０１４首減）の応募をいただきました。３名の選考委

員が全作品から選考を行い、優秀賞２０首、入選８０首を決定し、平成２９年１月１４

日には、入賞者全員を対象として表彰式を実施しました。 

 入賞作品を収めた「第４回さいたま子ども短歌賞作品集」を作成し、併せてデイジー

図書（録音図書）と点字図書も作成しました。このうちデイジー図書（録音図書）につ

きましては、市立２校、県立６校の特別支援学校へ、点字図書につきましては、県立１

校の特別支援学校へそれぞれ送付しました。 

 また、第１回、第２回の既刊作品集についても、デイジー図書（録音図書）、点字図

書を作成しました。さらに平成２８年度は新たに、作品募集の際、応募要項の点訳版を

作成しました。 

<成果・課題>

 「さいたま子ども短歌賞」では、伝統的な言語文化を次世代へとつなげるとともに、

応募要項や入賞作品１００首を掲載した作品集を新聞社や国内の文学館等に送付し、刊

行物に取り上げていただくことなどにより、本賞を全国にＰＲすることができました。 

 今後も、様々な障害により文字を読むことが難しい児童生徒がデイジー図書（録音図

書）や点字図書で「さいたま子ども短歌賞」を知り、同年代の子どもたちの作品に触れ、

短歌のすばらしさを感じ、読むことの喜びや創作活動の契機となるよう、引き続き作品

集のデイジー図書（録音図書）化、点字図書化を行います。また、応募要項の点字化も

引き続き実施し、幅広く作品を募るよう努めてまいります。 
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  子ども読書活動推進事業の充実

<取組> 

子ども向け蔵書の充実に努めるとともに、乳幼児とその保護者、児童生徒の参加する

各種集会行事の実施を進めてまいりました。 

 「あかちゃんおはなし会」では引き続き、参加者に「すくすく読み聞かせダイアリー」

を配布しました。子育て世代及びシニア世代に読み聞かせの方法が学べる講座を開催し、

家庭や地域における子どもの読書活動の推進に取り組みました。また、図書館・地域・

学校など様々な場所で活躍する読み聞かせボランティアを支援するため、発達段階に応

じた絵本やその本の内容等を紹介するブックリストを新たに作成しました。さらに、団

体貸出の案内を作成し、地域の幼稚園に配布しました。 

 学校と図書館の連携では、小学１・２年生向けの読書手帳と小学３年生から６年生向

けの読書手帳を全ての図書館で配布しました。なお、全ての市立小学校 1年生には、学

校を通じて読書手帳を配布しました。また、市立小学校２０校、中学校２４校を対象と

する学級文庫用図書の貸出や、移動図書館車を小学校に乗り入れる利用体験の事業を実

施しました。さらに、図書館と親しむ機会の提供として、中学生・高校生を対象に図書

館ボランティア体験プログラム「さいたま・ライブラリー・サポーターズ」を新たに 

１２日間開催するとともに、高校生の読書意欲を高める取組として、市立高校の生徒と

図書館職員による連絡会議を新たに実施しました。 

<成果・課題>

学級文庫用図書貸出を市立小学校へも拡大し、小・中学校２００学級に８，０００冊

（前年度は中学校のみ１２０学級で３，６００冊）貸出し、児童生徒がより多くの本に

親しむ環境づくりを進めました。また、「さいたま・ライブラリー・サポーターズ」で

は夏休み期間中延べ４９人の参加がありました。市立高校との連携として行った連絡会

議では、校内での電子書籍サービスのＰＲを行うなど、活発な意見が出されました。今

後も、読書活動の推進と図書館の普及に関する事業を行ってまいります。 

 子どもの不読率については、読書調査の方法を抽出調査から全児童生徒へと対象を変

更し、調査時期も９月から１月に切り替えて実施したところ、中学生は１０．７％（前
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年度１．３％）に、小学生は４．１％（同１．８％）と、前年までの抽出調査とは異な

る結果となりましたことから、結果を分析し、不読率の減少に向けて、学校と情報共有

を図りながら連携を深めてまいります。 

今後も、「さいたま市子ども読書活動推進計画（第三次）」に基づき、家庭・地域・学

校と連携し、児童生徒が読書に親しみ、楽しみを持って読書の習慣を身に付けられるよ

うに更なる取組を行ってまいります。 

  図書館事業の充実

<取組> 

平成２８年度には、図書１００，４８６冊、ＣＤ１，０２８点、ＤＶＤ１８７点、電

子書籍を３，０００タイトル購入し、市民の多様なニーズに応えられるよう整備をして

まいりました。本市固有の地域の歴史や民俗誌、文学等が記述されている地域資料のデ

ジタル化を前年度に引き続き進め、図書館ホームページに公開しました。 

 また、ＩＣタグによる資料管理を進め、大宮西部図書館、南浦和図書館、大久保東分

館の３館でＩＣタグ貼付及び自動貸出機・ゲートの整備を行い、利用者の利便性向上に

努めてまいりました。 

 そのほか、平成３１年度に移転を計画している大宮図書館について、位置、利用時間、

休館日、文化施設等を条例に定めるとともに、指定管理者の指定を行うなど、移転の準

備を進めました。 

<成果・課題>

平成２８年度の個人貸出数は、春野図書館の中規模修繕による長期休館がありました

が１０，１２９，８１１点（前年度比７９，９１８点増）となりました。平成２８年１

月開館の美園図書館においても、平成２８年度の貸出数が３３９，８２７点と同規模の

図書館の平均貸出数を約１０万冊上回る好調な滑り出しとなりました。電子書籍につい

ては、年間１１，７９３件（前年度４２５件）の利用がありました。全国的に図書館の

貸出冊数減少の傾向が進むなかで、市民一人あたりの貸出点数では７．９点（前年度 

７．９点）となり、総合振興計画後期基本計画実施計画の目標値である９．１点に及ば
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ないものの、指定都市２０市中では第１位を堅持しています。 

 大宮図書館についても、位置、利用時間、休館日、文化施設等及び指定管理者が定ま

り、平成３１年度に向けた移転の準備が進みました。 

 今後も、「さいたま市図書館ビジョン実施計画平成２９年度版」に基づき、幅広い資

料の収集に努めるとともに、市民の生涯を通じた学びを支援する図書館機能の充実を図

ってまいります。 

  博物館・美術館事業の充実

<取組> 

博物館では、本市の歴史と文化を伝え、郷土意識をはぐくむ身近な博物館として、地

域に関する資料「埼玉縣足立郡宮原村全図」、「高札（五榜の掲示）」などを新たに収集

しました。また、収蔵資料を整理・保存し、データベース化するとともに、常設展示や

特別展示等で公開したほか、市ＷＥＢサイトで紹介するなど、活用に努めました。 

 うらわ美術館では、日本を代表する彫刻家の一人であり、収蔵作家である若林 奮
いさむ

の

思索的な作品世界を紹介する「若林 奮
いさむ

 飛葉と振動」展、創設 50 周年を迎えた世界最
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大規模の絵本原画コンクール「ブラティスラヴァ世界絵本原画展」、さいたまトリエン

ナーレのテーマに沿って、収蔵作品を紹介するコレクション展「未来の発見の仕方：フ

ルクサスの場合」等を開催しました。また、展覧会に関連した絵本の読み聞かせ会や、

本をテーマとしたワークショップ「リンプ装の画帳」、「綴葉装の画帳」や、多世代交流

をねらいとしたワークショップ「色と形のコックさん」等を開催しました。 

<成果・課題>

博物館では、５月から６月に開催した収蔵品展において、「冨士見十三州輿地全図」

など新収蔵品を展示したところ、３２日間で２，７２２名（前年度比３７名減）の見学

者がありました。また、博物館が収蔵している資料のうち、代表的な資料５０点を選定

し、市ＷＥＢサイトで新たに公開しました。 

今後も資料の収集及び充実に努め、収蔵品展や特別展等で活用するとともに、市ＷＥ

Ｂサイトで公開してまいります。 

 うらわ美術館では、若林 奮
いさむ

「 飛葉と振動」展に２，３７５名、「ブラティスラヴァ

世界絵本原画展」に７，２１９名、「未来の発見の仕方：フルクサスの場合」に８６８

名の入場者がありました。夏休み期間中に開催しました「ブラティスラヴァ世界絵本原

画展」においては、当展覧会の創設５０周年企画としたこともあり、前年度同時期に開

催した展覧会よりも約３０パーセント多くの入場者に観覧いただきました。また、絵本

の読み聞かせ会には３６９名（前年度比１４名減）の参加がありました。ワークショッ

プについては、本をテーマとしたワークショップ「リンプ装の画帳」、「綴葉装の画帳」

には合計４５名（前年度比３名増）、多世代交流ワークショップ「色と形のコックさん」

には７２名（前年度比３１名増）の参加がありました。 

今後も、美術館の方針に沿った展覧会等を充実させながら、より多くの市民から親し

まれる魅力的な美術館を目指してまいります。 
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  歴史文化資源の保存・継承・活用事業の推進

<取組> 

本市の歴史文化資源を代表する「真福寺貝塚」では、所有者の同意を得て２２筆を追

加指定し、６，４００㎡の拡大を行いました。また、１筆の公有地化を実施しました。

公園整備に向けては、遺跡の保存状態や過去の調査の状況を確認するため、発掘調査を

実施しています。「見沼通船堀」では、東縁の堤塘
ていとう

等の改修工事に着手しました。さら

に、西縁の整備に向けて測量や地質調査を実施しました。なお、「真福寺貝塚」、「見沼
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通船堀」とも、市民を対象とした見学会を開催しました。 

 また、「田島ケ原サクラソウ自生地」では、サクラソウの株数の調査や外来種の除去

を実施するとともに、関係機関との連携を図るため「自生地連絡会」を立ち上げました。

その他、貴重な歴史文化資源を保存・継承するため、文化財の現状を調査し、今後の保

存方法の検討材料としました。 

<成果・課題>

「真福寺貝塚」の拡大すべき指定地に対する指定率は５３．９％（前年度４０．０％）、

公有地化率は３８．９％（同３７．４％）になりました。今後も、指定地の拡大及び公

有地化を進めてまいります。「見沼通船堀」では、東縁の堤塘
ていとう

等の工事を継続事業で実

施しているため、平成２８年度の進捗率は１４％にとどまっておりますが、平成２９年

度に完成する予定です。なお、「真福寺貝塚」の見学会には１６１名（目標５０名）、「見

沼通船堀」の見学会には４２名（同８０名）の参加がありました。今後も、両史跡の整

備について御理解をいただくため、普及活動を進めてまいります。 

 また、平成２８年度に立ち上げた「自生地連絡会」は、今後年２回開催し、関係機関

との連携を深めてまいります。 

 今後も、多くの文化財の保存と活用に努めてまいります。 

  生涯学習施設と学校との連携事業の充実

<取組> 

 青少年宇宙科学館、宇宙劇場では、プラネタリウム学習投影を小学４年生、中学３年

生の教育課程に位置付けて、全ての市立小・中学校で実施しました。また、スクール・

サポート・サイエンス事業として、出前授業（２，２９８名・２１校）（前年度 

１，９８０名・１８校）や出前天体観望会（９０９名・５校）（同９４４名・５校）等、

児童生徒の興味・関心を高める体験学習を実施しました。さらに、本市内の中学校・高

等学校の科学部の活動の場として、「サイエンスフェスティバル」（１１５名・１３校）

（同１０７名・１２校）を開催し、１，９８７名（同２，０５６名）の参加者を対象に

ワークショップを運営しました。「中高生科学館ボランティア」については、「夏休みワ
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クワクものづくり教室」の運営の手伝いとして、１１４名（同１１３名）の参加があり

ました。 

 博物館では、「学校巡回展」の実施や博物館収蔵資料の貸出しを行い、社会科・生活

科の学習内容の理解を深める活動を進めました。また、「夏休み子ども博物館」を開催

し、様々なテーマで本市の歴史文化に親しみや興味が持てるような展示と体験講座を実

施するとともに、本市の博物館に親しんでもらうため、新たに博物館７館で「夏休み博

物館スタンプラリー」を実施しました。そのほか、くらしと道具の移り変わりについて

学ぶ「昔の道具とくらし展」を開催し、関連する講座や博物館を利用した体験学習を実

施しました。 

 うらわ美術館では、市立小学校へ担当職員が出向き、しかけ絵本や造形的に芸術性の

高い本を用いて鑑賞授業を行う「本の出張授業」や、鑑賞学習をゲームで楽しく行える

キット「埼玉アートカード」の貸出し、児童生徒向けに展覧会内容を分かりやすく解説

した「美術館こどもニュース『うらびぃ』」の発行等、美術に対して興味や親しみが持

てるような事業を実施しました。また、美術館での鑑賞学習の受入れや、児童生徒の作

品展への展示室貸出し等を実施し、学校と美術教育との連携を図りました。 

  公民館では地域の学校と連携し、夏季休業中の「夏休み子ども公民館」（４０５事業、

前年度比８事業増）の開催や「公民館文化祭」（５５館、同増減なし）等への児童生徒

の参加を通じて地域との交流を推進しました。また、中学生が講師や講師のアシスタン

トを務める「パソコン講座」（５事業、同１事業増）を実施しました。 

 図書館では、北浦和図書館に設置した学校図書館支援センターを中心に学校図書館と

の連携を進め、学校図書館資源共有ネットワークにより、授業で使う教科に関連する図

書の貸出しや資料頒布会を行いました。各図書館では、職員が授業で絵本の読み聞かせ

やブックトーク等を行う「学校訪問」や、児童を図書館に招いてオリエンテーション等

を行う「図書館招待」を実施しました。ＩＣＴを活用した取組では、小学生向けの本の

紹介事例リストを市立小・中・特別支援学校を結ぶコンピュータネットワークシステム

「教育研究所教育情報ネット」に掲載し、学校図書館へ提供しました。また、学級文庫

用の図書の貸出しは、提供数を１学級あたり１０冊程増やし、小学校２０校、中学校 
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２４校へ実施し、子どもの読書意欲向上に取り組みました。 

<成果・課題>

青少年宇宙科学館、宇宙劇場でのプラネタリウム学習投影では、アンケートの結果、

「子どもたちの興味・関心が高まった」「分かりやすかった」等、高い評価をいただき

ました。スクール・サポート・サイエンス事業では、アンケートの結果、体験的学習を

通して、児童の興味・関心を高め、意欲的な学習に発展したことや事後指導につながる

効果的な内容だったと評価をいただきました。「サイエンスフェスティバル」は、参加

した中高生からは、「またやりたい」「やりがいがあった」等、前向きな感想が多く、科

学部の指導者からも「普段の学校生活では見られない一面が見られ、非常によかった」

という感想をいただきました。今後も、学校支援について、プラネタリウム学習投影や

「サイエンスフェスティバル」等に参加した児童生徒や教職員等からの評価や感想を分

析し、学習内容の工夫改善を図りながら、学校との連携事業を充実させてまいります。 

  博物館では、「学校巡回展」を実施するとともに、学校への資料貸出しを行い、従来

の貸出しセットに加え、多種の「土器の貸出しセット」を揃えるなど、貸出し数量を充

実させました。また、７月から８月にかけて開催した「夏休み子ども博物館」の関連講

座を３０回（前年度比３回減）実施し、計１，０５６名（前年度比８７名減）の受講が

ありました。「昔の道具とくらし展」では、昔のおもちゃを作って遊ぶ教室を開催した

ほか、昔の暮らしを体験する講座や「あかりと紙芝居」の実演を行いました。特に、「あ

かりと紙芝居」の実演は１７日間で計９３４名（前年度比７６名増）の参加がありまし

た。今後も、学習内容に合わせた資料の活用や体験活動内容の充実を図るなど、学校と

の連携事業をさらに進めてまいります。 

  うらわ美術館では、「本の出張授業」（１，６９０名・１７校）（前年度比１７２名減・

３校増）や、「埼玉アートカード」の貸出し（１８０セット・１６校）（同１０セット減・

３校増）、「美術館こどもニュース『うらびぃ』」の発行（４回）を実施しました。また、

児童生徒の作品展への展示室貸出し（３６，６８１名・７回）（同１，１４３名増・１

回減）や、館見学や鑑賞教室の受入れ等（１１５名・５校）（同２５名増・１校増）を

実施しました。今後も、より一層児童生徒が美術に親しみをもったり、興味を深めたり
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できるよう、学校と美術教育との連携を深めてまいります。 

 公民館では、学校との連携を通じ、公民館地区文化祭における作品展示や音楽発表会

等、児童生徒の参加できる環境を整えたことにより、学校、家庭、地域の世代間交流を

醸成する支援となりました。今後も、小・中学生を対象とした事業を充実させて、学校

との連携をより一層推進していきます。 

 図書館では、学校図書館支援センターにおいて、約３６，０００冊（同約１，４００

冊増）の図書を学校へ貸出しました。また、学校図書館対象資料頒布会については、教

育研究所を会場に２回行い、対象校１３２校に対し１，５６７冊（同１回減・３２校減・

５５１冊増）の図書を提供しました。「学校訪問」「図書館招待」は、延べ２７３回、 

７，８９０名（同６回減・２７名減）の参加がありました。学級文庫用図書の貸出しは、

小学校への拡大や提供数増を行ったところ、小学校６４学級で２，５６０冊、中学校 

１３６学級で５，４４０冊の利用がありました。今後は、学級文庫用図書の貸出しを特

別支援学校へ広げ、読書環境の整備を進めてまいります。 

（３）教育委員会の自己評価                           

教育施策の戦略的展開として掲げた事業では、わが国を代表する文化財である

国指定史跡「真福寺貝塚」の指定地の拡大と公有地化をさらに進めたことにより、

市民への郷土意識、地域への誇りや愛着を高めることができました。また、平成３１

年度に大宮区役所新庁舎に移転を計画している大宮図書館については、条例の改

正や指定管理者の指定など、開設に向けた準備を着実に進めることができました。 

このほか、青少年宇宙科学館、宇宙劇場でのイベント、プラネタリウムを通して理

数教育に関する知的好奇心を刺激し、生涯学習の推進に取り組みました。生涯学習人材

バンク事業では、登録者及びマッチング件数がともに増加し、学習成果を活かせ

る場の充実を図ることができました。また、親の学習事業では、平日だけではな

く土日に講座を数多く開催したことにより、男性の参加者数が前年度より１６８

名増加し、延べ参加者数が１，９８１名に上るなど、子育て中の親同士の交流が

より一層活発に行われました。さらに、図書館事業では、市民一人当たりの貸出数
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が、指定都市の中で前年度に引き続き第１位となるなど、生涯学習事業への市民参画等

において、成果を挙げることができました。 

 今後も、さいたま市民大学事業や親の学習事業の充実等、多様な学習機会を提供する

とともに、生涯学習施設と学校との連携事業の充実を図り、地域の教育力の向上に努め

てまいります。また、公民館及び図書館の老朽化対策やバリアフリー化等を進め、安全・

安心な学習環境を整備してまいります。 

（４）教育行政点検評価委員会委員の意見                     

・ マッチング件数が前年度の約２倍となっていることから、より効果的なマッチング

が図られていると思う。特に、人材バンクの冊子が大変役に立っている。 

・ 講師を招く際、人数を１名に限定せず、複数の講師を呼べるように検討してほしい。 

・ 幅広い年代の方々のニーズに合わせたコースづくりを推進するため、ＰＴＡの協力

を得たり、放送大学や埼玉大学と連携したりしながら、今後も一層事業を進めてほし

い。 

・ 子育てが一段落した母親と、乳幼児を抱えた子育て真っ最中の母親とのふれあいや

交流がもっと必要だと思う。家庭教育学級や成人教育学級とコラボレーションする形

で実現できると良いのではないか。 

・ 親の学習事業にも「生涯学習人材バンク」が有効活用できると良い。 

・ 男性参加者の割合が前年度に比べてさらに増えたことは良い。こうした事業を通し

て、子どもに対する親の理解がより一層深まると思うので、今後も是非推進してほし

い。 

・ 人権作文や人権標語の作品の中で、道徳の授業の教材として相応しいものがあれば

活用してみてはどうか。 

・ 子どもたちに夏休みの宿題として短歌を出すことは、各家庭で話題に上りやすく、

大変良い取組だと思う。 

・ 子ども短歌賞の全国的な知名度がさらに上がるよう、市のＰＲを強化してほしい。 

・ 子どもに本の読み聞かせをすることは、子どもの感性を豊かにし、想像力を育てる
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上で大切なことである。今後も引き続きこの事業を推進してほしい。 

・ 地域資料のデジタル化やＩＣタグによる資料管理を進めるなど、図書館における各

事業は着実に遂行されているような印象を受ける。 

・ 生涯学習施設と学校との連携事業については、青少年宇宙科学館における出前授業

や、うらわ美術館における本の出張授業のように、担当職員が直接学校に出向いて授

業を行っている点に魅力を感じている。 

・ 他の政令指定都市では取り組まれていない事業もあるのではないかと思われるので、

今後も市の独自性を活かしながら、事業の更なる拡充に努めてほしい。 
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 まとめ 

 教育委員会では、本市の目指す子ども像である「ゆめをもち、未来を切り拓く、さい

たま市の子ども」の実現と生涯学習の推進に向け、平成２８年度は、「社会を生き抜く

力と希望をはぐくむ教育の推進」と「生涯を通じた学びの充実とその成果の活用」を目

標に掲げ、平成２８年度教育行政方針に示した主要施策を着実に実施してまいりました。 

 その結果、今日的課題に対応した様々な取組を通して、確かな学力の育成や地域の教

育力の向上、児童生徒の安全・安心の確保と危機管理体制の強化、さらには、「第２次

さいたま市生涯学習推進計画」に基づく「だれもが『学べる・活かせる・つながる』」

生涯学習の振興が図られました。 

 変化の激しい社会の中で、子どもたち一人ひとりが自らの力で人生を切り拓き、幸福

な生涯を実現するとともに、自立した人間として役割を果たせるよう、今後も、学校・

家庭・地域・行政の連携・協力のもと、教育行政の一層の推進に努め、「日本一の教育

都市」の実現を目指してまいります。 
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Ⅳ 結びに 

 点検・評価の実施状況 

  さいたま市教育委員会では、「さいたま市教育総合ビジョン」の理念、及び「平成 

 ２８年度 教育行政方針」に沿って、自己点検・自己評価を実施しました。それに基 

 づき、さいたま市教育行政点検評価委員会を、次のとおり開催しました。 

 ○ 第１回さいたま市教育行政点検評価委員会（平成２９年８月４日開催） 

   ・審議内容 社会を生き抜く力と希望をはぐくむ教育の推進 

「１ 社会を生き抜く力の養成」のうち１４事業 

「２ 未来へ飛躍する人材の育成」のうち１事業 

 ○ 第２回さいたま市教育行政点検評価委員会（平成２９年８月１８日開催） 

   ・審議内容 社会を生き抜く力と希望をはぐくむ教育の推進 

「２ 未来へ飛躍する人材の育成」のうち４事業 

         「３ 家庭、地域等との連携による教育の推進」のうち８事業 

         「４ 安全・安心で豊かな教育環境づくり」のうち３事業 

 ○ 第３回さいたま市教育行政点検評価委員会（平成２９年９月１日開催） 

   ・審議内容 社会を生き抜く力と希望をはぐくむ教育の推進 

「４ 安全・安心で豊かな教育環境づくり」のうち３事業

         生涯を通じた学びの充実とその成果の活用のうち１１事業 

 ○ 第４回さいたま市教育行政点検評価委員会（平成２９年９月２８日開催） 

   ・審議内容  総括 





                             販売価格 ２５０円 


